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　お客さまに､当社が実践する環境行動をご理解いただけるよう､さまざまな情報提供と広聴活動を心がけています。

　多くの皆さまに環境問題や当社の環境行動につ

いて理解していただくことを目的に、環境行動パネ

ル展を開催しています。同パネル展では、当社の

環境への取り組みの紹介やパンフレットおよびエコ

ノベルティ（サーモペンシル、エコバッグなどの粗

品）の配布を行っています。

　昨年度は7ケ所のイベントで同パネル展を実施

し、たくさんの皆さまにご来場いただきました。

　今後もお客さまからの声を当社の環境行動に反

映してまいります。

■2008年度環境行動パネル展・講演会などの開催　関連データ：表33

　1996年から環境行動レポートを毎年作成し、行政機関、マスコミ、地域の方々へ配布しています。2003年からは､

より多くの方々へ当社の環境保全活動をご理解いただけるよう､当社ホームページでも公開しています。

（http://www.okiden.co.jp/corporate/eco/）
　また､当社では環境行動レポートのアンケートにより､皆さまからのご意見・ご要望をお聞きしながら、環境活動

や環境行動レポートの改善・充実に努めていきます。

▲沖縄の産業まつり▲沖縄アジェンダ21　県民環境フェア▲夏休みこども自由研究

●2008年度 沖縄電力環境行動パネル展 出展実績

・沖縄エネルギーフェスティバル

・環境月間（県庁・うるま市役所）

・夏休みこども自由研究

・沖縄の産業まつり

・沖縄アジェンダ21県民環境フェア

・地球温暖化防止月間

・沖縄青少年科学作品展

2008年  6月

8月

10月

11月

12月

2009年  2月

　新聞、雑誌などの広告やテレビ・ラジオＣＭ、自主
企画テレビ番組内インフォメーションコーナー、当社
ホームページの中で、エネルギーの有効利用や環
境保全など「環境」をテーマとした広報活動も行って
います。また、環境に関するイベントの協賛なども
行っています。

　「沖縄電力環境行動レポート2008」の発行部数を減らし、Web上の閲覧ペー

ジの充実を図るとともにダイジェスト版の発行部数を増やし、読みやすいレ

ポートの作成に努めました。

　皆さまから頂いた評価・ご意見を参考にさせていただき、今後もより一層の充

実を図っていきたいと考えております。

　アンケートへのご協力、ありがとうございました。　　　　　　　　　　　　　
▲環境ＣＭ（残波しおさいの森植樹活動） ▲当社ホームページ（環境関連トップページ）

体験コーナーや展示コーナーなどが

あったらいい。

子どもでもわかるようなイベントや展
示会などがあっても良いと思う。子ど
も向けのパネルも欲しい。

職場や家庭に持ち帰って役立てられ

るパンフレットなどがあると良い。

パネル展示のほか、発電所の仕組みがわかる小型模型を用いて説明

を行っています。今後もこのようなコーナーの充実を図っていきます。

当社が主催する沖縄青少年科学作品展やその他お子さま向けのイ

ベントにおいて、子ども向けのパネルを展示したパネル展を開催して

います。

「沖縄電力環境行動レポート」をはじめ、子ども向けにわかりやすく
説明した「エコキッズレポート」など、環境に関するパンフレットを発
行して、イベントや発電所見学の際に配布しています。

主なご意見 改善点・コメント

主
な
感
想

・多方面で環境保全対策を行っており、大変良いと思う。

・色々な情報を知り、私の出来ることから地球環境保全に貢献していけたらと思った。

・地道に環境活動をずっと続けてほしい。自然エネルギーの開発にもっと力を注いでほしい。
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情報開示および広聴活動によるコミュニケーション

環境行動レポートの作成

環境行動パネル展の開催

広報活動

環
境
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進●環境行動レポート2008　アンケート集計結果　回答総数：166件

表彰名
第9回環境コミュニケーション大賞　

　      環境報告書部門

「環境報告書大賞（環境大臣賞）」

受賞

対象
沖縄電力環境行動レポート2005

実施団体
（財）地球・人間環境フォーラム、

環境省

皆さまのアンケートへのご協力、まことにありがとうございました。その一部を紹介します。

沖電グループが一体となった

環境活動を取り上げてほし

い。

情報量が多すぎる。一般的に

わかりやすいレポートを作成

してほしい。

取り組みについて広報活動を

さらに広げてほしい。

「環境コミュニケーションの推進」の当社主催の清掃活動P50で、沖電グルー

プ互助会のボランティア活動を紹介しました。沖電グループが取り組んでいる

活動は、　  で強調して紹介しています。

タイトルを強調して見やすくし、可能な限り簡潔でわかりやすい文に纏めるな

ど、掲載方法を工夫しました。また、概要をまとめた「環境行動レポート2009ダ

イジェスト版」も発行しています。

今後もより多くの皆さまに知っていただけるよう、新聞、雑誌やテレビ・ラジオ

CM、当社ホームページの中で「環境」をテーマとした広報活動を実施してまいり

ます。P47をご参照ください。

主なご意見 改善点・コメント

主
な
感
想

・冊子ではなくWebでの公開は、ごみ削減など環境に配慮した良い方法だと思う。

・Webで閲覧できるようになったことは良いが、操作が面倒で読みづらい。

・情報量が多いレポートのダイジェスト版を作成することは良い。

（1）必要な内容が記載されてるか （2）説明のわかりやすさ （3）当社が推進している環境活動の中
　　でもっとも充実している項目は

普通
45.1%

十分記載
されている

54.3%

不十分である
0.6%

普通
38.6%

わかりにくい
6.3%

わかりやすい
55.1%

6.資料編
3%5.社会との協調 

　11%

4.循環型
システムの構築

8%

3.地球温暖化
対策

　　35%

2.地域への
環境配慮

19%

1.環境管理の
充実

24%

●パネル展　アンケート集計結果 回答総数：1,551件

■情報量について

（回答数：1,491）

■全体の内容について
（回答数：1,509）

■当社の環境への取り組みの
考え方について（回答数：1,421）

■お答えいただいた方の職種
（回答数：1,551）

充実
している
60%

普通
36%

もの足りない
4%

ちょうど良い
74%

多い
18%

少ない
8%

わかり
やすい
63%

普通
34%

わかりにくい
3%

会社員
32%

主婦
30%学生

5%

行政関係者
10%

教育機関関係者
　　 2%

その他
17%

無回答4%

オオハマボウ
ハートの形の葉が特徴で、昔は

葉をトイレットペーパーの代わり

に利用していました。花の咲き始

めはレモン色ですが、夕方、散る

頃にはオレンジ色に変わります。
環境コミュニケーションの推進環境コミュニケーションの推進
　より快適な地域づくりに貢献できるよう､社会活動へ積極的に参加し､幅広い

情報提供や啓発活動をとおして､地元との触れ合いを大切にしています。

社外からの評価（表彰実績）

P68

●Web版の公開
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環境月間における取り組み

環境教育支援活動

地域社会との交流

　毎年6月は国が定める環境月間 　　です。この期間中に地方公共団体、企業、民間団体、国民の協働の下、

環境保全活動の普及・啓発に関する各種行事が展開されます。

　沖電グループでは2008年度もこれに呼応した活動を計画し、本店や事業所において社員の環境意識の向上

を図るとともに環境保全のための地域海浜、道路の清掃活動や自治体主催の植樹祭に参加するなどさまざま

な活動を実施しました。

（1）社長メッセージの発信

　「平成20年度環境月間にあたって」（社長メッセー

ジ）を6月2日始業時に全部所で発表。

（2）環境月間ワッペンの着用と環境月間ポスターの掲示

　環境活動の意識高揚を図りました。

（3）環境行動推進委員会の開催

　各部室店所、沖電グループ各社で委員会を開催

し、環境行動の一層の進展に努めました。

（4）環境行動説明会

　沖電グループ全社員を対象に、環境行動啓発活

動を行いました。

　（参加者数:沖電1，401人、沖電グループ351人）

（5）地域環境美化活動

　周辺地域の清掃活動を実施しました。

　（参加者数:沖電961人、沖電グループ369人）

●2008年度環境月間実施状況

▲環境月間ワッペン

環境講話の実施
　各教育機関や自治体などからの依頼を受け、「環境問題」や「省エネ

活動」などについての講話を実施しています。県民の皆さまにもっとエ

ネルギー事情や当社の取り組みを知っていただくとともに環境意識の

向上、啓発を図っていきたいと考えています。

小学校・中学校・高等学校への
総合学習授業の実施
　各教育機関からの依頼を受けて、総合学習授業などにて「発電・電

力」をテーマに当社の環境活動状況や、太陽光・風力発電といった新

エネルギーなどに関する説明を行い、家庭でもできる環境への取り組

みに関する教育支援を行っています。

発電設備および電気科学館の見学・体験学習
　エネルギーの大切さや発電の仕組み、環境問題に関心を持っていた

だくためには、発電所の施設を直接ご覧になっていただくことが大切だ

と考えています。

　2008年度は発電所をはじめ、ＰＲ施設に約17,200名のお客さまにご

来場いただきました。今後も皆さまの見学・体験をお待ちしています。

▲発電設備見学（具志川火力発電所）

▲総合学習授業（与那原小学校）

▲環境講話（県民生活センター）

※見学のお問い合わせはレポートＰ60を参照ください。

▲総務部

▲県庁（6/16～6/20）

▲那覇支店

（6）環境行動パネル展

　沖縄県庁およびうるま市役所、那覇市ぶんかテン

ブス館において、当社の環境行動の取り組み内容を

広くお客さまに紹介しました。

（7）広報活動

　　①当社提供番組にて環境関連CMを放送しました。

　　②当社企画製作番組「ウチナー紀聞」にて環境月間

情報を放送しました。

（8）公害防止自主点検 
　沖縄県からの依頼に基づき、産業廃棄物の適正

処理や事業所内のパトロールなどを実施・報告しま

した。

（9）ノーマイカーデーの実施

　徒歩や相乗り、また公共機関などを利用して通勤

し、排ガス低減による地球温暖化防止に取り組みま

した。

　　（参加者数:沖電3,046人、沖電グループ1,564人）

　
（10）環境家計簿

　社内報へ環境家計簿を掲載し、社員へ活用を促

すことで、省エネやCO2発生抑制に向けた意識向上

を図りました。

■2008年度 植樹祭などの実施・参加状況　関連データ：表34
■2008年度 清掃活動の実施・参加状況　関連データ：表35
■植樹祭・清掃活動への参加者数　関連データ：表36

P66
P66

P66
パンフレット、環境教育教材の発行

▲宇宙人の家族旅行 ▲ちゅら島おきなわの旅 ▲さあ出発！
　エネルギーの世界へ

エコ・キッズレポート

　当社をもっと身近に知っていただくために「会社案内」や「アニュアルレポート」などを発行し、社外の方々に配

布・説明しています。

　また、環境教育教材として、地球温暖化問題、廃棄物問題、エネルギー問題について、子ども向けにわかり

やすく説明した「エコ・キッズレポート」を発行しています。子ども達に電気の大切さを理解してもらい、学校や家

庭でのエネルギーの使い方を考えることができる内容となっています。

　教育機関や小中学校、各図書館へ送付および発電所見学やイベント実施の際に配布しています。

　また、子ども達の興味を引くよう絵に動きをつけたものや環境問題をアニメーションクイズ(クイズエコキッズ)
にしたものをホームページから閲覧できるようにしています。

(http://www.okiden.co.jp/corporate/eco/)

P68

▲環境家計簿にチャレンジ！（当社ホームページ）
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境
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　　 ※詳細はP41をご覧ください。

■2008年度環境行動パネル展・講演会などの開催　関連データ：表33 P65
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環境月間における取り組み

環境教育支援活動

地域社会との交流

　毎年6月は国が定める環境月間 　　です。この期間中に地方公共団体、企業、民間団体、国民の協働の下、

環境保全活動の普及・啓発に関する各種行事が展開されます。

　沖電グループでは2008年度もこれに呼応した活動を計画し、本店や事業所において社員の環境意識の向上

を図るとともに環境保全のための地域海浜、道路の清掃活動や自治体主催の植樹祭に参加するなどさまざま

な活動を実施しました。

（1）社長メッセージの発信

　「平成20年度環境月間にあたって」（社長メッセー

ジ）を6月2日始業時に全部所で発表。

（2）環境月間ワッペンの着用と環境月間ポスターの掲示

　環境活動の意識高揚を図りました。

（3）環境行動推進委員会の開催

　各部室店所、沖電グループ各社で委員会を開催

し、環境行動の一層の進展に努めました。

（4）環境行動説明会

　沖電グループ全社員を対象に、環境行動啓発活

動を行いました。

　（参加者数:沖電1,401人、沖電グループ351人）

（5）地域環境美化活動

　周辺地域の清掃活動を実施しました。

　（参加者数:沖電961人、沖電グループ369人）

●2008年度環境月間実施状況

▲環境月間ワッペン

環境講話の実施
　各教育機関や自治体などからの依頼を受け、「環境問題」や「省エネ

活動」などについての講話を実施しています。県民の皆さまにもっとエ

ネルギー事情や当社の取り組みを知っていただくとともに環境意識の

向上、啓発を図っていきたいと考えています。

小学校・中学校・高等学校への
総合学習授業の実施
　各教育機関からの依頼を受けて、総合学習授業などにて「発電・電

力」をテーマに当社の環境活動状況や、太陽光・風力発電といった新

エネルギーなどに関する説明を行い、家庭でもできる環境への取り組

みに関する教育支援を行っています。

発電設備および電気科学館の見学・体験学習
　エネルギーの大切さや発電の仕組み、環境問題に関心を持っていた

だくためには、発電所の施設を直接ご覧になっていただくことが大切だ

と考えています。

　2008年度は発電所をはじめ、ＰＲ施設に約17,200名のお客さまにご

来場いただきました。今後も皆さまの見学・体験をお待ちしています。

▲発電設備見学（具志川火力発電所）

▲総合学習授業（与那原小学校）

▲環境講話（県民生活センター）

※見学のお問い合わせはレポートＰ60を参照ください。

▲総務部

▲県庁（6/16～6/20）

▲那覇支店

（6）環境行動パネル展

　沖縄県庁およびうるま市役所、那覇市ぶんかテン

ブス館において、当社の環境行動の取り組み内容を

広くお客さまに紹介しました。

（7）広報活動

　　①当社提供番組にて環境関連CMを放送しました。

　　②当社企画製作番組「ウチナー紀聞」にて環境月間

情報を放送しました。

（8）公害防止自主点検 
　沖縄県からの依頼に基づき、産業廃棄物の適正

処理や事業所内のパトロールなどを実施・報告しま

した。

（9）ノーマイカーデーの実施

　徒歩や相乗り、また公共機関などを利用して通勤

し、排ガス低減による地球温暖化防止に取り組みま

した。

　　（参加者数:沖電3,046人、沖電グループ1,564人）

　
（10）環境家計簿

　社内報へ環境家計簿を掲載し、社員へ活用を促

すことで、省エネやCO2発生抑制に向けた意識向上

を図りました。

■2008年度 植樹祭などの実施・参加状況　関連データ：表34
■2008年度 清掃活動の実施・参加状況　関連データ：表35
■植樹祭・清掃活動への参加者数　関連データ：表36
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　当社をもっと身近に知っていただくために「会社案内」や「アニュアルレポート」などを発行し、社外の方々に配

布・説明しています。

　また、環境教育教材として、地球温暖化問題、廃棄物問題、エネルギー問題について、子ども向けにわかり

やすく説明した「エコ・キッズレポート」を発行しています。子ども達に電気の大切さを理解してもらい、学校や家

庭でのエネルギーの使い方を考えることができる内容となっています。

　教育機関や小中学校、各図書館へ送付および発電所見学やイベント実施の際に配布しています。

　また、子ども達の興味を引くよう絵に動きをつけたものや環境問題をアニメーションクイズ(クイズエコキッズ)
にしたものをホームページから閲覧できるようにしています。

(http://www.okiden.co.jp/corporate/eco/)

P68

▲環境家計簿にチャレンジ！（当社ホームページ）
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　　 ※詳細はP41をご覧ください。

■2008年度環境行動パネル展・講演会などの開催　関連データ：表33 P65
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2008年度の加盟または支援する環境保全団体は、次の6団体です。加盟または支援する環境保全団体

　近年、沖縄県のサンゴは海水温の上昇に伴う白化現象、オニヒトデなどによる捕食被害、沖縄県特有の赤土

汚染等により壊滅的なダメージを受けています。

　沖縄県にとってサンゴは観光資源だけでなく、漁場や海域生態系の一部であるとともに、景観など多くの機能を

有するかけがえのない存在であり、サンゴ群落などの自然環境の回復が望まれているところです。

　当社は2004年から「チーム美らサンゴ」プログラムの趣旨に賛同し、環境活動の場を海中にも広げました。

　今後も「チーム美らサンゴ」の皆さまおよびボランティアの方々と協力し合い、美ら海・沖縄のサンゴの回復に取

り組んでまいります。

サンゴ再生プログラム P69

当社主催の緑化活動　～「残波しおさいの森」づくり～
　当社では、自然との触れ合いの場としての森の創造および地球温暖化対策の一環として緑化推進を図る

ことを目的に、読谷村残波岬公園内で「残波しおさいの森」づくりを実施しています。

※詳細は【特集】（P10）をご覧ください。

当社主催の清掃活動
　各部店所や「おきでんグループボランティア互助会」では、環境月間以外においても、海浜清掃や事業所

周辺の沿道電柱の違法広告撤去などを行い、地域の環境美化に取り組んでいます。

○サンゴ礁学会　　○OCCN（沖縄クリーンコーストネットワーク）　　○（財）日本野鳥の会

○チーム美らサンゴ　　○（社）海と渚環境美化推進機構　　○森林ボランティアおきなわ

　社外主催の活動

▲内部監査室 ▲石川火力発電所

　昨年10月、地元でのボランティア活動ということもあり、軽い気持ちで宜野湾海

浜公園清掃に参加した際、大量のごみを目の当たりにし、こんなにごみが落ちて

いるのかと驚きました。「これでもごみは減ってきている」という話を聞き、さらに

驚いたのと同時にごみが減ってきた理由の1つに、このボランティア活動がある

のだと感じました。

　この経験から、少しでも自分が関われたらいいなと感じられるようになったの

で、この気持ちを大事に少しずつでも行動していこうと思います。

ボランティア活動の大切さを実感。

沖縄プラント工業／吉田　航
よしだ　  わたる

①サンゴフォーラム開催
　「海の日、サンゴの日」の7月21日に
サンゴの大切さを知るファミリーイベント
を行いました。（参加者 約100名）

②サンゴ植え付けボランティア
　（4月～10月）
　恩納村漁協の協力を得て、恩納村海
域で養殖サンゴの植え付けを行いまし
た。
○参加者：232名（うち当社19名）
○植え付け本数：271本
○植え付けサンゴ：コエダミドリイシ、ム　
ギノホミドリイシ、スブラータ、ヤッコミ　ド
リイシ、ウエスダミドリイシ、タチハナ　ガ
ササンゴ　

●2008年活動実績

▲サンゴフォーラム

▲サンゴ植え付けの様子

チーム美らサンゴ
http://www.tyurasango.com/

社員の声
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●対話旬間の清掃活動

　毎年行われるおきでん対話旬間において、16事業所が清掃活動を実施しました。

▲団体清掃活動の実施

●ボランティア互助会の清掃活動

　年間活動計画に基づき、宜野湾マリーナ堤防にて団体清掃を実施しました。約130名の参加者により、約4ト
ン（200袋）のごみを回収しました。

▲天願川清掃活動の様子

●清掃活動

　「天願川にかつての清流を取り戻す」を合言葉に第20回天願川デー清掃活動が開催され、沖電グループか

ら総勢78名が参加しました。

▲育樹活動の様子

●緑化活動

　読谷村残波岬公園にて、沖縄県緑化推進委員会主催による育樹活動が開催され、沖電グループからは家

族・友人を含め総勢36名が参加しました。
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その他の地域貢献活動

　地域の皆さまのより豊かな暮らしづくりに貢献できるよう「地域とともに、地域のために」をモットーに、皆さまと

のコミュニケーション活動や地域貢献活動などを実施しています。地域で開催される祭典や文化、スポーツ行事

への参加や支援、コンサートや文化講演会の開催、社員によるボランティア活動などを通して、沖縄県の社会、

文化、経済、教育などの発展に寄与できるよう、さまざまな取り組みを行っています。また、毎年開催される「お

きでん対話旬間」　 　では、事業所ごとに趣向を凝らしたイベントを催し、皆さまとの幅広い交流と広聴活動を展

開しています。

技術を通した国際貢献

　海外より研修生を受入れ

　平成20年度は、海外電力調査会を通して国際協力

機構（JICA）より受託実施しているJICA集団研修「配

電網整備コース」ならびに海外電力調査会より受託し

ている「アセアン研修」を実施しました。「配電網整備

コース」は、開発途上国の電力会社などで配電業務

の指導的役割を果たしている技術者に対して、配電

技術の習得を目的とした配電設備の計画、運用、保

守などの研修を実施し、また「アセアン研修」について

は、フィリピンへ専門家を派遣し、同国電力会社の

TransCo職員を対象に「OPGW(光ファイバ複合架空

地線)の保守」というテーマでセミナーを行いました。

　今後もこうした研修などの実施を通じて、国際協力

に関する活動を推進したいと考えています。

　日頃お世話になっている地域の皆さまへ感謝の気持ちをお伝えし、触れ合いを図る目的で2008年11月1日～

11月10日の間、「第31回 おきでん対話旬間」を開催しました。

　「日頃のご愛顧に感謝を込めて・・・」をスローガンとし、県内各地域で「ふれあい活動」「メッセージ活動」「地域

奉仕活動」「スポーツ交流活動」を通してお客さまとのコミュニケーションを図りました。

　おきでん対話旬間

職場環境・雇用

雇用・待遇

●人事制度

　当社は、社員がやりがいを持ち、能力を十分に発

揮できるような人事制度を設け、職場の活性化を

図っています。仕事と生活の両立を図るべく、社員

が育児や介護、ボランティア活動に安心して取り組

むための休業制度を整備し、各人のライフスタイル

に合わせて利用できるようにサポートしています。ま

た、障害者や高齢者を活用できるような制度も設け

ています。

●育児休業制度

　当社の育児休業制度は、子が満2歳に達するまで

に、最長1年6ヶ月の休業期間が、本人の申出により

利用できます。2009年3月末時点で20名が育児休業

を利用しています。

　また、子が小学校1年生の年度末に達するまでは、

勤務時間を短縮できる育児短時間勤務制度を導入し

ており、社員の育児を積極的に支援しています。

●介護休業制度

　社員の家族に介護が必要となった場合、安心して

休業できるように介護休業制度が導入されていま

す。要介護者1人につき最長1年間の取得が可能と

なっており、大切な家族の側で介護に専念できるよ

う支援しています。

●ボランティア休暇

　地域社会の一員としての役割を果たすことを目

的とし、社会福祉活動、地域活動を行う場合に

は、年間4日間ボランティア休暇を取得することが

できます。

●障害者雇用

　障害のある方へ雇用の場を提供し、社会参加を支

援するため、障害者雇用に取り組んでいます。

　2009年3月末時点、1．8%の法定雇用率を達成し

ています。

●高齢者雇用

　高齢者雇用への社会的要請の高まりと定年退職

者の豊富な知識・経験の積極的利用を図るため、定

年退職者を対象とした再雇用嘱託制度を設けていま

す。1992年の制度導入以来、26名の定年退職者が

本制度を利用しています。（2009年3月末時点）　
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　労働安全衛生の管理

●労働安全衛生マネジメントシステム

　旧労働省より出された『労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針』の考え方を基に労働安全衛生

マネジメントシステムを2004年4月に導入しました。このシステムは社の安全衛生管理方針（毎年4月に社

達）の重点推進項目に基づき職場安全衛生委員会の単位で、安全衛生活動の計画、実施、四半期毎の活

動実施報告の作成、計画の改善を行っています。また、毎年3月に開催している中央安全衛生委員会で、各

職場安全衛生委員会の活動状況を取りまとめた安全衛生管理状況を基に、当年度安全衛生管理方針の管

理目標の達成状況を確認しており、それらの結果を踏まえて次年度の安全衛生管理方針へ反映するという

PDCAサイクルで運用されます。

●2008年度 安全衛生管理方針の管理目標・重点推進項目

重点推進項目

1.日常的な安全活動の着実な実施

2.労働安全衛生マネジメントシステムの実効的

運用

3.メンタルヘルス対策の充実

4.生活習慣病対策の充実

5.快適な職場環境形成の促進

管理目標

1.労働災害における死亡・重傷事故の未然防

止に努め、安全管理体制を強化し請負災害

の未然防止に重点的に取り組む。 
2.メンタルヘルス対策および生活習慣病対策

の充実に努め、特に生活習慣病予防に向け

て重点的に個別指導に取り組む。 
3.快適な職場環境形成に向けた職場環境の改

善を図る。

●沖縄青少年科学作品展 ●おきでんシュガーホール新人演奏会 ●夏休み親子工作教室 ●ふれあい活動

▲科学作品コーナー（浦添市民体育館） ▲（南城市文化センター・シュガーホール） ▲(具志川火力) ▲ヤマモモ狩り(牧港火力)

▲うるま市立宮城中学校の生徒を招

き、電気教室を開催しました。

　（電力流通部）

▲うるま市内保育園児を招待し、じゃ

がいも植え付け体験を行いました。

  （具志川火力）

▲自治会、通り会、団体を対象に街路
　灯などの無料点検、修理、簡易な改
　修工事を行ないました。
　（久米島電業所など）

▲多良間婦人会の皆さんとソフトバ　

レーボールを通して交流を深めました。

　（多良間電業所）

○平成20年度JICA集団研修

　「配電網整備コース」

●6カ国9名（バングラデシュ、カンボ

ジア、ガーナ、ミャンマー、シエラレ

オネ、ザンビア）

○「アセアン研修」フィリピン専門家派遣

　テーマ：OPGWの保守

●電力流通部より技術者2名派遣

　フィリピンTransCo 職員33名が参加

過去5年間の取得状況

2004年

5人

19日

年　度

取得人数

取得日数

2008年

4人

4日

2007年

19人

20.5日

2006年

8人

15.5日

2005年

4人

9日
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きでん対話旬間」　 　では、事業所ごとに趣向を凝らしたイベントを催し、皆さまとの幅広い交流と広聴活動を展

開しています。

技術を通した国際貢献

　海外より研修生を受入れ

　平成20年度は、海外電力調査会を通して国際協力

機構（JICA）より受託実施しているJICA集団研修「配

電網整備コース」ならびに海外電力調査会より受託し

ている「アセアン研修」を実施しました。「配電網整備

コース」は、開発途上国の電力会社などで配電業務

の指導的役割を果たしている技術者に対して、配電

技術の習得を目的とした配電設備の計画、運用、保

守などの研修を実施し、また「アセアン研修」について

は、フィリピンへ専門家を派遣し、同国電力会社の

TransCo職員を対象に「OPGW(光ファイバ複合架空

地線)の保守」というテーマでセミナーを行いました。

　今後もこうした研修などの実施を通じて、国際協力

に関する活動を推進したいと考えています。

　日頃お世話になっている地域の皆さまへ感謝の気持ちをお伝えし、触れ合いを図る目的で2008年11月1日～

11月10日の間、「第31回 おきでん対話旬間」を開催しました。

　「日頃のご愛顧に感謝を込めて・・・」をスローガンとし、県内各地域で「ふれあい活動」「メッセージ活動」「地域

奉仕活動」「スポーツ交流活動」を通してお客さまとのコミュニケーションを図りました。

　おきでん対話旬間

職場環境・雇用

雇用・待遇

●人事制度

　当社は、社員がやりがいを持ち、能力を十分に発

揮できるような人事制度を設け、職場の活性化を

図っています。仕事と生活の両立を図るべく、社員

が育児や介護、ボランティア活動に安心して取り組

むための休業制度を整備し、各人のライフスタイル

に合わせて利用できるようにサポートしています。ま

た、障害者や高齢者を活用できるような制度も設け

ています。

●育児休業制度

　当社の育児休業制度は、子が満2歳に達するまで

に、最長1年6ヶ月の休業期間が、本人の申出により

利用できます。2009年3月末時点で20名が育児休業

を利用しています。

　また、子が小学校1年生の年度末に達するまでは、

勤務時間を短縮できる育児短時間勤務制度を導入し

ており、社員の育児を積極的に支援しています。

●介護休業制度

　社員の家族に介護が必要となった場合、安心して

休業できるように介護休業制度が導入されていま

す。要介護者1人につき最長1年間の取得が可能と

なっており、大切な家族の側で介護に専念できるよ

う支援しています。

●ボランティア休暇

　地域社会の一員としての役割を果たすことを目

的とし、社会福祉活動、地域活動を行う場合に

は、年間4日間ボランティア休暇を取得することが

できます。

●障害者雇用

　障害のある方へ雇用の場を提供し、社会参加を支

援するため、障害者雇用に取り組んでいます。

　2009年3月末時点、1．8%の法定雇用率を達成し

ています。

●高齢者雇用

　高齢者雇用への社会的要請の高まりと定年退職

者の豊富な知識・経験の積極的利用を図るため、定

年退職者を対象とした再雇用嘱託制度を設けていま

す。1992年の制度導入以来、26名の定年退職者が

本制度を利用しています。（2009年3月末時点）　
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　労働安全衛生の管理

●労働安全衛生マネジメントシステム

　旧労働省より出された『労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針』の考え方を基に労働安全衛生

マネジメントシステムを2004年4月に導入しました。このシステムは社の安全衛生管理方針（毎年4月に社

達）の重点推進項目に基づき職場安全衛生委員会の単位で、安全衛生活動の計画、実施、四半期毎の活

動実施報告の作成、計画の改善を行っています。また、毎年3月に開催している中央安全衛生委員会で、各

職場安全衛生委員会の活動状況を取りまとめた安全衛生管理状況を基に、当年度安全衛生管理方針の管

理目標の達成状況を確認しており、それらの結果を踏まえて次年度の安全衛生管理方針へ反映するという

PDCAサイクルで運用されます。

●2008年度 安全衛生管理方針の管理目標・重点推進項目

重点推進項目

1.日常的な安全活動の着実な実施

2.労働安全衛生マネジメントシステムの実効的

運用

3.メンタルヘルス対策の充実

4.生活習慣病対策の充実

5.快適な職場環境形成の促進

管理目標

1.労働災害における死亡・重傷事故の未然防

止に努め、安全管理体制を強化し請負災害

の未然防止に重点的に取り組む。 
2.メンタルヘルス対策および生活習慣病対策

の充実に努め、特に生活習慣病予防に向け

て重点的に個別指導に取り組む。 
3.快適な職場環境形成に向けた職場環境の改

善を図る。

●沖縄青少年科学作品展 ●おきでんシュガーホール新人演奏会 ●夏休み親子工作教室 ●ふれあい活動

▲科学作品コーナー（浦添市民体育館） ▲（南城市文化センター・シュガーホール） ▲(具志川火力) ▲ヤマモモ狩り(牧港火力)

▲うるま市立宮城中学校の生徒を招

き、電気教室を開催しました。

　（電力流通部）

▲うるま市内保育園児を招待し、じゃ

がいも植え付け体験を行いました。

  （具志川火力）

▲自治会、通り会、団体を対象に街路
　灯などの無料点検、修理、簡易な改
　修工事を行ないました。
　（久米島電業所など）

▲多良間婦人会の皆さんとソフトバ　

レーボールを通して交流を深めました。

　（多良間電業所）

○平成20年度JICA集団研修

　「配電網整備コース」

●6カ国9名（バングラデシュ、カンボ

ジア、ガーナ、ミャンマー、シエラレ

オネ、ザンビア）

○「アセアン研修」フィリピン専門家派遣

　テーマ：OPGWの保守

●電力流通部より技術者2名派遣

　フィリピンTransCo 職員33名が参加

過去5年間の取得状況

2004年

5人

19日

年　度

取得人数

取得日数

2008年

4人

4日

2007年

19人

20.5日

2006年

8人

15.5日

2005年

4人

9日
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　当社の安全管理体制は、全社大の中央安全衛

生委員会を中心に、発電部門、電力流通部門、配

電部門の3つの部門別安全衛生委員会と、各事業

所単位に17の職場安全衛生委員会を設置してい

ます。各委員会は、会社指名の委員（指名委員）と

労働組合推薦の委員（推薦委員）で構成され、各

職制の行う労働災害防止対策をより効果的なもの

にするとともに、従業員の安全衛生に対する関心

を高め、安全衛生諸施策の受入態勢を確立するこ

とを目的としています。

安全衛生委員会

　当社においては、これまでもメンタルヘルス

対策に精力的に取り組んできましたが、現状

や問題点を踏まえ、『心の健康づくり5ヵ年計

画』を策定し、メンタルヘルスの充実を図って

います。

●おきでん心の健康づくり基本方針

　すべての従業員が心身ともに健康で、働き

がい、生きがいをもって社会生活ができるよ

う“より良い職場環境づくり”を推進する。

●内容

　心の健康づくり計画の基本方針と目標を中

央安全衛生委員会で承認し、総務部安全衛

生課が中心となって、4つのケア（セルフケア、

ラインによるケア、事業場内産業保健スタッフ

等によるケア、事業場外資源によるケア）につ

いて計画的かつ継続的に進めて行く。

●5ヵ年の目標

　すべての従業員がセルフケアの知識を習

得する。また、経営管理職社員は職場環境

改善および従業員へのメンタルヘルスに関

する支援とその技術の向上に努めメンタル

ヘルス不全者の発生予防・早期治療・職場

支援に資する。

基本方針の策定

規程類の整備

従業員の教育

　安全衛生大会
　毎年4月に実施する全

社大の中央安全衛生大

会と5月～6月にかけて実

施する各事業所単位のブ

ロック別安全衛生大会が

あり、前年度の安全衛生

管理概況の報告や当年

度の安全衛生管理方針の読み上げ、安全衛生に

関して貢献のあった者への表彰などを行っていま

す。

▲中央安全衛生大会（2008年4月）

おきでん心の健康づくり5ヵ年計画
（2005年度～2009年度）

●規程類の整備

　当社は、「沖縄電力企業行動基準規程」を制定し、

公正で社会に貢献する企業行動の指針を策定して

います。役員については「沖縄電力取締役法令遵

守・倫理規程」、社員については「社員倫理規程」を

それぞれ制定し、法令などの遵守に努めています。

また、当社グループ企業を対象に「沖電グループ企

業行動基準」の制定を行うなど、グループ全体とし

ても法令遵守・企業倫理の徹底に努めています。

●企業倫理委員会の設置

　法令遵守・企業倫理に関する社内体制の整備、活

動計画の策定、法令や企業倫理に反する事案の対

応など、法令遵守・企業倫理に関する事項全般につ

いての審議・決定を行う「企業倫理委員会」を設置

し、法令遵守・企業倫理に基づいた企業行動の徹

底を図っています。

【構成】委員長：社長、副委員長：副社長（総務部担当）

　　　　委　員：副社長・総務担当取締役・総務部長・

　　　　　　　 　労働組合委員長

　　　　オブザーバー：常任監査役

●企業倫理相談窓口の設置

　当社および関係会社業務に関する、法令や企業

倫理に反する恐れのある事案について相談などを

受け付けるために、当社および関係会社役職員を

対象とした「企業倫理相談窓口」を設置しています。

　相談などを受けた内容（相談者の氏名などは除く）

については、原則として企業倫理委員会に報告さ

れ、再発防止策の検討・実施や社外への公表など、

必要に応じた対応を行うこととしています。

●個人情報の保護

　当社は、多くのお客さまの個人情報を取り扱う事

業者として、従来より個人情報の保護に努めてきま

したが、2005年4月1日に個人情報の保護に関する

法律（個人情報保護法）が全面施行されたことに伴

い、以下の取り組みを行い、関連規程、社内体制の

整備を行っています。

　今後についても、継続的な改善を行いながら、個

人情報の保護と適正な管理に努めていきます。

　法令遵守・企業倫理

　沖電グループ　　　は、最適なエネルギーをお届けすることや生活関連事業を通して「総合エネルギー・生活

関連企業グループ」を目指しています。

　また、沖電グループの環境行動に関しては、沖電グループ環境管理者会議を設置し、グループ全体で環境

行動に取り組んでいます。
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▲CORCOR（コルコル）

（株）グレイスラム
　ラム酒を造る過程で、サトウキビのバガス（搾りかす）と蒸留廃液が

副産物として発生します。蒸留廃液はサトウキビジュースや糖蜜が薄

まっただけのものなので、もちろん害もなく、バガス共々栄養価満点の

肥料となります。この二種類の副産物は、契約した10世帯の農家の

肥料として畑に散布しています。

　更にバガスは、南大東島固有「ダイトウオオコウモリ」が生息する森

に、土壌育成や餌として村の要望で還元しています。

捨てるところのないサトウキビ（副産物の有効利用）

沖電設計（株）
　当社では、南極昭和基地における電力需要の増加に対応するため、

既設のディーゼル発電機に加え、風力発電および太陽光発電などの

自然エネルギー設備からの変動電力を抑制しつつ、安定的に利用で

きるハイブリッド電源システムを考案しました。本システムによって、年

間約135,000kWhの新エネルギー電力が利用可能となり、約23kLの
燃料削減および約62t-CO2の二酸化炭素排出抑制が見込まれていま

す。（二酸化炭素排出係数を2.7t-CO2/kLで換算）

※2009年6月17日より、沖電設計(株)は(株)沖縄エネテックへ社名変更しました。

南極昭和基地への自然エネルギー活用システムの検討

▲昭和基地管理棟

▲沖縄市美原小学校（サンゴの日）

（株）Aqua Culture Okinawa
　当社では、理科離れが進んでいるとされる学校現場において、生き

たサンゴを持ち込んでの理科授業の実施や当社の養殖施設を使用し

た環境への関心を高めるための環境学習を実施しています。

　理科授業では、経済産業省と文部科学省が連携して支援している

『理科実験教室プロジェクト』に参加し、県内の4小学校に、生きたサン

ゴ礁の生き物を教室に持ち込んで、「サンゴ礁の海に生きる生き物の

かかわり」について授業を行いました。

※2009年5月1日より、（株）Aqua Culture Okinawaの全事業は、沖電開発（株）に譲渡しています。

環境教育の支援

▲宮古島サデフネ風力発電所（900ｋＷ×2基）

沖縄新エネ開発（株）
　当社は地球環境に優しい循環型社会を形成する施設として、風力発

電や太陽光発電などの新エネルギー設備の導入を推進し、コア事業と

して売電事業・メンテナンス事業の積極的な拡大を図っています。

　沖縄電力（株）のグループ会社として、RPS義務量達成（P35）に向

け、会社をあげて挑戦しており、2009年度には「今帰仁風力発電所」

が竣工予定であることから、既存設備の具志川、佐敷、楚洲、伊江

島、宮古島(狩俣・サデフネ)の各風力発電所を含めて計7サイト累計で

発電容量は14,325kWに達します。

地球温暖化対策への貢献

沖電グループの環境行動の取り組み実績
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個人情報の保護に関する基本方針を定め、従業者

へ周知するとともに、ホームページにおいて公表し

ています。

既存の情報セキュリティ関連の規程類に加え、新た

に個人情報保護に関する要領を策定し、社内にお

ける責任管理体制やルールを改めて整備し、運用

しています。

情報セキュリティー関連のｅラーニングの実施に加

え、全従業者を対象としたセミナーの開催や、社内報

での個人情報保護法の紹介など、個人情報保護に

対する意識の高揚や法知識の向上に努めています。
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　当社の安全管理体制は、全社大の中央安全衛

生委員会を中心に、発電部門、電力流通部門、配

電部門の3つの部門別安全衛生委員会と、各事業

所単位に17の職場安全衛生委員会を設置してい

ます。各委員会は、会社指名の委員（指名委員）と

労働組合推薦の委員（推薦委員）で構成され、各

職制の行う労働災害防止対策をより効果的なもの

にするとともに、従業員の安全衛生に対する関心

を高め、安全衛生諸施策の受入態勢を確立するこ

とを目的としています。

安全衛生委員会

　当社においては、これまでもメンタルヘルス

対策に精力的に取り組んできましたが、現状

や問題点を踏まえ、『心の健康づくり5ヵ年計

画』を策定し、メンタルヘルスの充実を図って

います。

●おきでん心の健康づくり基本方針

　すべての従業員が心身ともに健康で、働き

がい、生きがいをもって社会生活ができるよ

う“より良い職場環境づくり”を推進する。

●内容

　心の健康づくり計画の基本方針と目標を中

央安全衛生委員会で承認し、総務部安全衛

生課が中心となって、4つのケア（セルフケア、

ラインによるケア、事業場内産業保健スタッフ

等によるケア、事業場外資源によるケア）につ

いて計画的かつ継続的に進めて行く。

●5ヵ年の目標

　すべての従業員がセルフケアの知識を習

得する。また、経営管理職社員は職場環境

改善および従業員へのメンタルヘルスに関

する支援とその技術の向上に努めメンタル

ヘルス不全者の発生予防・早期治療・職場

支援に資する。

基本方針の策定

規程類の整備

従業員の教育

　安全衛生大会
　毎年4月に実施する全

社大の中央安全衛生大

会と5月～6月にかけて実

施する各事業所単位のブ

ロック別安全衛生大会が

あり、前年度の安全衛生

管理概況の報告や当年

度の安全衛生管理方針の読み上げ、安全衛生に

関して貢献のあった者への表彰などを行っていま

す。

▲中央安全衛生大会（2008年4月）

おきでん心の健康づくり5ヵ年計画
（2005年度～2009年度）

●規程類の整備

　当社は、「沖縄電力企業行動基準規程」を制定し、

公正で社会に貢献する企業行動の指針を策定して

います。役員については「沖縄電力取締役法令遵

守・倫理規程」、社員については「社員倫理規程」を

それぞれ制定し、法令などの遵守に努めています。

また、当社グループ企業を対象に「沖電グループ企

業行動基準」の制定を行うなど、グループ全体とし

ても法令遵守・企業倫理の徹底に努めています。

●企業倫理委員会の設置

　法令遵守・企業倫理に関する社内体制の整備、活

動計画の策定、法令や企業倫理に反する事案の対

応など、法令遵守・企業倫理に関する事項全般につ

いての審議・決定を行う「企業倫理委員会」を設置

し、法令遵守・企業倫理に基づいた企業行動の徹

底を図っています。

【構成】委員長：社長、副委員長：副社長（総務部担当）

　　　　委　員：副社長・総務担当取締役・総務部長・

　　　　　　　 　労働組合委員長

　　　　オブザーバー：常任監査役

●企業倫理相談窓口の設置

　当社および関係会社業務に関する、法令や企業

倫理に反する恐れのある事案について相談などを

受け付けるために、当社および関係会社役職員を

対象とした「企業倫理相談窓口」を設置しています。

　相談などを受けた内容（相談者の氏名などは除く）

については、原則として企業倫理委員会に報告さ

れ、再発防止策の検討・実施や社外への公表など、

必要に応じた対応を行うこととしています。

●個人情報の保護

　当社は、多くのお客さまの個人情報を取り扱う事

業者として、従来より個人情報の保護に努めてきま

したが、2005年4月1日に個人情報の保護に関する

法律（個人情報保護法）が全面施行されたことに伴

い、以下の取り組みを行い、関連規程、社内体制の

整備を行っています。

　今後についても、継続的な改善を行いながら、個

人情報の保護と適正な管理に努めていきます。

　法令遵守・企業倫理

　沖電グループ　　　は、最適なエネルギーをお届けすることや生活関連事業を通して「総合エネルギー・生活

関連企業グループ」を目指しています。

　また、沖電グループの環境行動に関しては、沖電グループ環境管理者会議を設置し、グループ全体で環境

行動に取り組んでいます。

P67

▲CORCOR（コルコル）

（株）グレイスラム
　ラム酒を造る過程で、サトウキビのバガス（搾りかす）と蒸留廃液が

副産物として発生します。蒸留廃液はサトウキビジュースや糖蜜が薄

まっただけのものなので、もちろん害もなく、バガス共々栄養価満点の

肥料となります。この二種類の副産物は、契約した10世帯の農家の

肥料として畑に散布しています。

　更にバガスは、南大東島固有「ダイトウオオコウモリ」が生息する森

に、土壌育成や餌として村の要望で還元しています。

捨てるところのないサトウキビ（副産物の有効利用）

沖電設計（株）
　当社では、南極昭和基地における電力需要の増加に対応するため、

既設のディーゼル発電機に加え、風力発電および太陽光発電などの

自然エネルギー設備からの変動電力を抑制しつつ、安定的に利用で

きるハイブリッド電源システムを考案しました。本システムによって、年

間約135,000kWhの新エネルギー電力が利用可能となり、約23kLの
燃料削減および約62t-CO2の二酸化炭素排出抑制が見込まれていま

す。（二酸化炭素排出係数を2.7t-CO2/kLで換算）

※2009年6月17日より、沖電設計(株)は(株)沖縄エネテックへ社名変更しました。

南極昭和基地への自然エネルギー活用システムの検討

▲昭和基地管理棟

▲沖縄市美原小学校（サンゴの日）

（株）Aqua Culture Okinawa
　当社では、理科離れが進んでいるとされる学校現場において、生き

たサンゴを持ち込んでの理科授業の実施や当社の養殖施設を使用し

た環境への関心を高めるための環境学習を実施しています。

　理科授業では、経済産業省と文部科学省が連携して支援している

『理科実験教室プロジェクト』に参加し、県内の4小学校に、生きたサン

ゴ礁の生き物を教室に持ち込んで、「サンゴ礁の海に生きる生き物の

かかわり」について授業を行いました。

※2009年5月1日より、（株）Aqua Culture Okinawaの全事業は、沖電開発（株）に譲渡しています。

環境教育の支援

▲宮古島サデフネ風力発電所（900ｋＷ×2基）

沖縄新エネ開発（株）
　当社は地球環境に優しい循環型社会を形成する施設として、風力発

電や太陽光発電などの新エネルギー設備の導入を推進し、コア事業と

して売電事業・メンテナンス事業の積極的な拡大を図っています。

　沖縄電力（株）のグループ会社として、RPS義務量達成（P35）に向

け、会社をあげて挑戦しており、2009年度には「今帰仁風力発電所」

が竣工予定であることから、既存設備の具志川、佐敷、楚洲、伊江

島、宮古島(狩俣・サデフネ)の各風力発電所を含めて計7サイト累計で

発電容量は14,325kWに達します。

地球温暖化対策への貢献

沖電グループの環境行動の取り組み実績

環
境
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進

個人情報の保護に関する基本方針を定め、従業者

へ周知するとともに、ホームページにおいて公表し

ています。

既存の情報セキュリティ関連の規程類に加え、新た

に個人情報保護に関する要領を策定し、社内にお

ける責任管理体制やルールを改めて整備し、運用

しています。

情報セキュリティー関連のｅラーニングの実施に加

え、全従業者を対象としたセミナーの開催や、社内報

での個人情報保護法の紹介など、個人情報保護に

対する意識の高揚や法知識の向上に努めています。
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　環境報告書ガイドライン（2007年度版：環境省発行）において示された「記載することが重要

と考えられる項目」に従い掲載した項目について、該当する「環境行動レポート2009」のページ

を記載しています。

ガイドライン項目

基本的項目：B1

　BI-1：経営責任者の緒言

　BI-2：報告にあたっての基本的要件

　　BI-2-1：報告の対象組織・期間・分野

　　BI-2-2：報告対象組織の範囲と環境負荷の捕捉状況

　BI-3：事業の概況（経営指標を含む）

　BI-4：環境報告の概要

　　BI-4-1：主要な指標等の一覧

　　BI-4-2：事業活動における環境配慮の取組に関する目標、計画及び実績等の総括

　BI-5：事業活動のマテリアルバランス（インプット、内部循環、アウトプット）

｢環境マネジメント等の環境経営に関する状況｣を表す情報・指標（環境マネジメント指標：ＭＰＩ）

　MP-1：環境マネジメントの状況

　　MP-1-1：事業活動における環境配慮の方針

　　MP-1-2：環境マネジメントシステムの状況

　MP-2：環境に関する規制の遵守状況

　MP-3：環境会計情報

　MP-4：環境に配慮した投融資の状況（新規）

　MP-5:サプライチェーンマネジメント等の状況

　MP-6：グリーン購入・調達の状況

　MP-7：環境に配慮した新技術、DfE等の研究開発の状況

　MP-8：環境に配慮した輸送に関する状況

　MP-9：生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況（新規）

　MP-10：環境コミュニケーションの状況

　MP-11：環境に関する社会貢献活動の状況

　MP-12：環境負荷低減に資する製品・サービスの状況

「事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた取組の状況」を表す情報・指標（オペレーション指標：ＯＰＩ）

　OP-1：総エネルギー投入量及びその低減対策

　OP-2：総物質投入量及びその低減対策

　OP-3：水資源投入量及びその低減対策

　OP-4：事業エリア内で循環的利用を行っている物質量等

　OP-5：総製品生産量又は総商品販売量

　OP-6:温室効果ガスの排出量及びその低減対策

　OP-7：大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低減対策

　OP-8：化学物質の排出量、移動量及びその低減対策

　OP-9：廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策

　OP-10：総排水量等及びその低減対策

「環境配慮と経営との関連状況」を表す情報・指標（環境効率指標：EEI)

｢社会的取組の状況｣を表す情報・指標（社会パフォーマンス指標：SPI）

掲載ページ

2、12-13

お読みいただくにあたって

-

3-5、58-59

3、5-7、20-21、61-66

14-15

6-7

2、12-13、28

17

20-21

18-19

30-31、35

33、42

13-15、18-19、44

8-9、18-19、32-35、38-39、55

33

10-11、23、26-27、51

お読みいただくにあたって、2、12-13、46-52

14-15、48-52

6-7、12-15、24-25、33-35、42-43

6-7、14-15、33

6-7、14-15、42-43

6-7、37

18-19、42-45

3、5-7

6-7、12-15、18-19、30-41

6-7、14-15、18-19、24-25

14-15、27、62-63

6-7、14-15、42-45

6、24-25、62

-

48、52-54

環境報告書ガイドラインとの対照表第三者からのご意見

環境行動レポートの信頼性を高めるため、社外の有識者からのご意見をいただきました。

ご意見を踏まえ、今後も環境保全への取り組み、また本レポートの改善を行っていきます。

　消費者運動の視点から環境報告書の意義を考えてみたい。

　1988年英国で、グリーンコンシューマーガイドという本が出版された。内容は、スーパーの環境対策

をランク付けした本だ。この本の影響は凄まじく、英国内でのスーパーの売り上げ順位を逆転させるほ

どの社会現象を起こした。さらに翌年には、米国でも似たような本が出版された。その本では環境だけ

でなく、社会貢献、女性やマイノリティ（少数民族）の雇用など企業活動の全般を採点したもので、世界

中の消費者運動や株式投資家にまで影響を与えた。当然、日本でも同様な本が出版された。その時初

めて、我々日本の消費者は、企業の環境情報が開示されていないことを思い知らされたのだった。当

時日本ではまだ、経営以外の企業情報の開示をする仕組みや法的整備もされていなかった。

　その後、企業の新たな社会的役割や情報公開の必要性が議論されるようになり、同時に、我々消費

者も普段の買い物が、環境や社会にどのような影響を与えているのかに関心が向くようになってきた。

　さて、沖縄電力の環境報告書についてだが、現代社会に生きる私たちにとって、電気のない生活なん

て考えられない状況だ。そうした意味で、私たちは沖縄電力さんに深く感謝するとともに、電気事業その

ものに対して我々消費者も何らかの責任があることを忘れてはいけないだろう。だからこそ環境報告書

の発行は、我々消費者にとっても意義深いものがある。

　報告書は、全体的にグラフや図などがありわかりやすい編集になっているが、もう一つ欲を言えば、

同業界との比較や関わりなどがあればその数値の位置づけなどがよりわかりやすいものになると思

う。また社員の声の欄があり社員の顔や取り組みなどが掲載されているのも親しみやすさがあり、好感

が持てる。そういえば、社員のボランティア活動への参加を促しているのも、社員の多様な生き方や地

域とのつながりを豊かにするものとして大いに価値がある。今後もさらにボランティアへの参加を促進し

てもらいたい。そのためにもＮＰＯや社会福祉協議会などと協力して、社員へ環境以外の多彩なボラン

ティア情報も提供できるようネットワークの構築に努めて欲しい。

　最後に環境報告書の活用について提案させていただきたい。自社の取り組みを紹介するだけでなく、

沖縄県民の環境行動をより活性化させるためにも、報告書を活用した双方向のコミュニケーションを積

極的に展開していただきたい。大学や環境団体、一般向けの説明会などにおいて、環境報告書を作成

するためのノウハウも紹介していただければ環境の環が広がるだろう。

　沖電グループが、環境を大事にしながら地域にも優しい、世界に誇れる存在であって欲しいと願って

いる。

沖縄リサイクル運動市民の会　代表
こ が ち ひ ろ し

古我知　浩

○沖縄リサイクル運動市民の会設立（1983年）、代表（1985年～)
○特定非営利活動法人エコ・ビジョン沖縄設立　理事長（2000年～）

○環境カウンセラー（1997年～　環境庁）

○3R推進マイスター（2008年～　環境省）

○全国リサイクル推進功労者賞表彰（1995年　リサイクル推進協議会・環境庁）

○沖縄県環境保全功労者表彰（2005年　沖縄県）

○琉球新報活動賞（2006年　琉球新報社）

○地域環境保全功労者表彰（2006年　環境省）

【プロフィール】
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　環境報告書ガイドライン（2007年度版：環境省発行）において示された「記載することが重要

と考えられる項目」に従い掲載した項目について、該当する「環境行動レポート2009」のページ

を記載しています。

ガイドライン項目

基本的項目：B1

　BI-1：経営責任者の緒言

　BI-2：報告にあたっての基本的要件

　　BI-2-1：報告の対象組織・期間・分野

　　BI-2-2：報告対象組織の範囲と環境負荷の捕捉状況

　BI-3：事業の概況（経営指標を含む）

　BI-4：環境報告の概要

　　BI-4-1：主要な指標等の一覧

　　BI-4-2：事業活動における環境配慮の取組に関する目標、計画及び実績等の総括

　BI-5：事業活動のマテリアルバランス（インプット、内部循環、アウトプット）

｢環境マネジメント等の環境経営に関する状況｣を表す情報・指標（環境マネジメント指標：ＭＰＩ）

　MP-1：環境マネジメントの状況

　　MP-1-1：事業活動における環境配慮の方針

　　MP-1-2：環境マネジメントシステムの状況

　MP-2：環境に関する規制の遵守状況

　MP-3：環境会計情報

　MP-4：環境に配慮した投融資の状況（新規）

　MP-5:サプライチェーンマネジメント等の状況

　MP-6：グリーン購入・調達の状況

　MP-7：環境に配慮した新技術、DfE等の研究開発の状況

　MP-8：環境に配慮した輸送に関する状況

　MP-9：生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況（新規）

　MP-10：環境コミュニケーションの状況

　MP-11：環境に関する社会貢献活動の状況

　MP-12：環境負荷低減に資する製品・サービスの状況

「事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた取組の状況」を表す情報・指標（オペレーション指標：ＯＰＩ）

　OP-1：総エネルギー投入量及びその低減対策

　OP-2：総物質投入量及びその低減対策

　OP-3：水資源投入量及びその低減対策

　OP-4：事業エリア内で循環的利用を行っている物質量等

　OP-5：総製品生産量又は総商品販売量

　OP-6:温室効果ガスの排出量及びその低減対策

　OP-7：大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低減対策

　OP-8：化学物質の排出量、移動量及びその低減対策

　OP-9：廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策

　OP-10：総排水量等及びその低減対策

「環境配慮と経営との関連状況」を表す情報・指標（環境効率指標：EEI)

｢社会的取組の状況｣を表す情報・指標（社会パフォーマンス指標：SPI）

掲載ページ
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-

3-5、58-59
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環境報告書ガイドラインとの対照表

環境行動レポートの信頼性を高めるため、社外の有識者からのご意見をいただきました。

ご意見を踏まえ、今後も環境保全への取り組み、また本レポートの改善を行っていきます。

　消費者運動の視点から環境報告書の意義を考えてみたい。

　1988年英国で、グリーンコンシューマーガイドという本が出版された。内容は、スーパーの環境対策

をランク付けした本だ。この本の影響は凄まじく、英国内でのスーパーの売り上げ順位を逆転させるほ

どの社会現象を起こした。さらに翌年には、米国でも似たような本が出版された。その本では環境だけ

でなく、社会貢献、女性やマイノリティ（少数民族）の雇用など企業活動の全般を採点したもので、世界

中の消費者運動や株式投資家にまで影響を与えた。当然、日本でも同様な本が出版された。その時初

めて、我々日本の消費者は、企業の環境情報が開示されていないことを思い知らされたのだった。当

時日本ではまだ、経営以外の企業情報の開示をする仕組みや法的整備もされていなかった。

　その後、企業の新たな社会的役割や情報公開の必要性が議論されるようになり、同時に、我々消費

者も普段の買い物が、環境や社会にどのような影響を与えているのかに関心が向くようになってきた。

　さて、沖縄電力の環境報告書についてだが、現代社会に生きる私たちにとって、電気のない生活なん

て考えられない状況だ。そうした意味で、私たちは沖縄電力さんに深く感謝するとともに、電気事業その

ものに対して我々消費者も何らかの責任があることを忘れてはいけないだろう。だからこそ環境報告書

の発行は、我々消費者にとっても意義深いものがある。

　報告書は、全体的にグラフや図などがありわかりやすい編集になっているが、もう一つ欲を言えば、

同業界との比較や関わりなどがあればその数値の位置づけなどがよりわかりやすいものになると思

う。また社員の声の欄があり社員の顔や取り組みなどが掲載されているのも親しみやすさがあり、好感

が持てる。そういえば、社員のボランティア活動への参加を促しているのも、社員の多様な生き方や地

域とのつながりを豊かにするものとして大いに価値がある。今後もさらにボランティアへの参加を促進し

てもらいたい。そのためにもＮＰＯや社会福祉協議会などと協力して、社員へ環境以外の多彩なボラン

ティア情報も提供できるようネットワークの構築に努めて欲しい。

　最後に環境報告書の活用について提案させていただきたい。自社の取り組みを紹介するだけでなく、

沖縄県民の環境行動をより活性化させるためにも、報告書を活用した双方向のコミュニケーションを積

極的に展開していただきたい。大学や環境団体、一般向けの説明会などにおいて、環境報告書を作成

するためのノウハウも紹介していただければ環境の環が広がるだろう。

　沖電グループが、環境を大事にしながら地域にも優しい、世界に誇れる存在であって欲しいと願って

いる。

沖縄リサイクル運動市民の会　代表
こ が ち ひ ろ し

古我知　浩

○沖縄リサイクル運動市民の会設立（1983年）、代表（1985年～)
○特定非営利活動法人エコ・ビジョン沖縄設立　理事長（2000年～）

○環境カウンセラー（1997年～　環境庁）

○3R推進マイスター（2008年～　環境省）

○全国リサイクル推進功労者賞表彰（1995年　リサイクル推進協議会・環境庁）

○沖縄県環境保全功労者表彰（2005年　沖縄県）

○琉球新報活動賞（2006年　琉球新報社）

○地域環境保全功労者表彰（2006年　環境省）

【プロフィール】
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環境を巡る歴史と沖縄電力のあゆみ

国

際

動

向

国

内

動

向

沖

縄

電

力

1969
1972

1973
1979

米国が国家環境政策法（NEPA）制定

ローマクラブ｢成長の限界｣発表

国連人間環境会議（ストックホルム会議）開催

国連環境計画（UNEP）設立

第1次石油ショック

第2次石油ショック

1985
1987
1988

オゾン層保護のためのウィーン条約採択

モントリオール議定書

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）設置

1962
1967
1968
1970

1971
1972
1973
1974
1977

1979

｢ばい煙の排出の規則等に関する法律｣制定

｢公害対策基本法｣制定

｢大気汚染防止法｣制定

｢水質汚濁防止法｣制定

｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律｣制定

環境庁設置

四日市公害裁判判決

公害健康被害の補償等に関する法律

ＳＯｘ総量規制の実施

｢発電所の立地に関する環境影響調査および環境審

査の強化について｣

（通産省省議決定）

｢エネルギーの使用の合理化に関する法律｣制定

1981
1988

ＮＯｘ総量規制の実施

特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法

律制定

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

1990
1992
1994
1995

1996

1997

1998

1999

第2回世界気候会議

｢環境と開発に関する国連会議｣（リオデジャネイロ）

｢気候変動枠組条約｣発効

｢気候変動枠組条約｣

第1回締約国会議（COP1     　）

（IPCC第2次評価報告書の提出）

ISO｢環境マネジメントシステム・環境監査規格｣

制定

｢気候変動枠組条約｣

第2回締約国会議（COP2）

国連環境特別総会

｢気候変動枠組条約｣

第3回締約国会議（COP3）

｢気候変動枠組条約｣

第4回締約国会議（COP4）

｢気候変動枠組条約｣

第5回締約国会議（COP5）

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

1990
1991

1992
1993
1994
1995

1996

1997

1998

1999

｢地球温暖化防止行動計画｣策定

経団連｢地球環境憲章｣策定

｢再生資源の利用の促進に関する法律｣制定

｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律｣改正

通産省｢環境に関するボランタリープラン｣作成要請

｢環境基本法｣制定

｢環境基本計画｣策定

｢容器包装に係わる分別収集及び

再商品化の促進等に関する法律｣制定

｢電気事業における環境行動計画｣

（電気事業連合会）策定

｢環境影響評価法｣制定

｢経団連環境自主行動計画｣策定

｢エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）｣改正

｢地球温暖化対策の推進に関する法律｣策定

｢特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理

の改善の促進に関する法律｣（PRTR法）制定

｢ダイオキシン類対策特別措置法｣制定

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

1970

1972

1973
1974

1976

1977

1978

牧港火力発電所5号機　運転開始

牧港火力発電所6号機　運転開始

沖縄本土復帰

公害関係法令の沖縄県への適用

沖縄電力株式会社設立

当社初石川火力発電所に係わる公害防止協定を締結

牧港火力発電所7号機　運転開始

当社初　牧港火力発電所にて集合煙突及び集じん装

置運転開始

石川火力発電所1号機　運転開始

牧港火力発電所8号機　運転開始

配電会社5社（沖縄配電、松岡配電、中央配電、比謝

川配電、名護配電）を吸収合併し、発送配電の一貫

供給体制を確立

牧港ガスタービン発電所1号機　運転開始

火力部環境保全課を設置

石川火力発電所2号機　運転開始

当社初　牧港火力発電所9号機

アセスメント資料を作成　

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

▲1972年当時、沖縄電力株式会社本店正門前の

新看板と松岡社長（右）

1981
1986
1987
1988

1989

牧港火力発電所9号機　運転開始

電源開発株式会社 石川石炭火力1号機 運転開始

電源開発株式会社 石川石炭火力2号機 運転開始

当社初 渡嘉敷太陽光発電研究設備試験 運転開始

沖縄電力（株）の民営化実現

渡嘉敷燃料電池発電試験研究設備　運転開始

・

・

・

・

・

・

「沖縄振興開発特別措置法の一部を

改正する法律」の施行（ ）

1960年～1970年代 1980年代 1990年代

1990
1991

1992

1993

1994
1995

1996

1997

1998

1999

牧港ガスタービン発電所2号機　運転開始

牧港火力発電所が公害防止協定を締結

電源開発部　環境技術課を設置

石川ガスタービン発電所1号機　運転開始

当社初　宮古島風力発電実証研究

設備1号機　運転開始

具志川火力発電所に係わる環境保全協定を締結

地球環境対策委員会を設置

｢沖縄電力環境保全行動計画｣を策定

｢環境月間行事｣を開始

おきでんふれあいプラザが開館

具志川火力発電所1号機　運転開始

具志川火力発電所2号機　運転開始

電気科学館が開館

電源開発部　環境技術課を廃止し

立地環境部　環境技術課を配置

｢環境行動レポート｣を発行

具志川火力発電所　グッドデザイン賞受賞

具志川火力発電所　日本緑化センター会長賞受賞

｢環境行動パネル展｣開始 
｢沖縄電力環境行動計画｣改定

古紙リサイクルシステム運用開始

風力発電実証研究設備

（牧港1～2号、石川1号、具志川1号、宜野座1～

6号、七又1～2号）運転開始

石川火力発電所がISO14001を認証取得

｢沖縄電力環境行動計画｣改定

石川火力発電所　省エネルギー管理優良工場賞

受賞

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

2000年～2002年 2003年・2004年 2005年・2006年 2007年・2008年

2000

2001

2002

・

・

・

・

・

・

 ｢気候変動枠組条約」

第6回締約国会議（COP6）

世界銀行｢炭素基金｣設立

｢気候変動枠組条約｣

第6回締約国会議（COP6）

再会会合

｢気候変動枠組条約｣

第7回締約国会議（COP7） 

持続可能な開発に関する世界首脳

会議（ヨハネスブルグ・サミット）

｢気候変動枠組条約｣

第8回締約国会議（COP8）

2000

2001

2002

・
・

・

・

・
 
・
・

・
・

・

・

・

｢循環型社会形成推進基本法｣制定

｢水質汚濁防止法｣改正

｢ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な

処理の推進に関する特別措置法｣制

定

｢特別製品に係わるフロン類の回収及

び破壊の実施の確保等に関する法律

｣制定

省庁再編（環境省設置）

京都議定書 　　  批准

｢エネルギーの使用の合理化に関する

法律｣ 改正

｢地球温暖化対策推進大綱｣改正

｢地球温暖化対策の推進に関する法

律｣改正

｢建設工事に係わる資材の再資源化

等に関する法律（建設リサイクル法）｣

施行

｢電気事業者による新エネルギー等の

利用に関する特別措置法（RPS法）｣

制定

｢土壌汚染対策法｣制定

2003

2004

・

・

｢気候変動枠組条約｣

第9回締約国会議（COP9） 

｢気候変動枠組条約｣

第10回締約国会議（COP10）

2003

2004

・

・

・

・

・

｢電気事業者による新エネルギー等の

利用に関する特別措置法（RPS法）｣

施行

改正電気事業法成立

｢エネルギー税制改正（電源開発促進

税減税、石油石炭税導入）」

「環境情報の提供の促進等による特

定事業者等の環境に配慮した事業活

動の促進に関する法律」（環境配慮促

進法）制定

日本環境安全事業株式会社北九州事

業所が高圧トランス、高圧コンデンサ

などのPCB廃棄物処理を開始

2005

2006

・

・

・

・

・

・

京都議定書発効

欧州連合（EU）にて欧州排出権取

引制度開始

第1回京都議定書締約国会合

（COP／MOP1）

「気候変動枠組条約」

第11回締約国会議（COP11） 

第2回京都議定書締約国会合

（COP/MOP2）

「気候変動枠組条約」

第12回締約国会議（COP12） 

2005 ・

・

・

 
・

・

・

・

京都議定書目標達成計画　閣議決定

「地球温暖化対策の推進に関する法

律」（温対法）改正

「エネルギーの使用の合理化に関する

法律」（省エネ法）改正

「石綿障害予防規則」施行

「石綿による健康被害を救済する法

律」（石綿救済新法）施行

「大気汚染防止法（石綿関連）」改正

沖縄県　産廃税導入 

2007

2008

・

・

・

・

・

・

｢国等における温室効果ガスの排出の

削減に配慮した契約の推進に関する

法律（環境配慮契約法）」の制定

「京都議定書目標達成計画」改定

「エネルギーの使用の合理化に関する

法律（省エネ法）」改正

「地球温暖化対策の推進に関する法

律（温対法）」改正

「排出量取引の国内統合市場の試行

的実施」および「国内クレジット制度」

の開始

「沖縄県生活環境保全条例」公布

2007

2008

・

・

・

・

｢気候変動枠組条約｣

第13回締約国会議（COP13）

第3回京都議定書締約国会合

（COP/MOP3）

「気候変動枠組条約」

第14回締約国会議（COP14)

第4回京都議定書締約国会合

（COP/MOP4)

2000

2001

2002

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

石垣ガスタービン発電所1･2号機運転

開始

具志川火力発電所がISO14001を認

証取得

沖縄グリーン電力基金創設

牧港火力発電所がISO14001を認証

取得

金武火力発電所に係わる環境保全協

定を締結

金武火力発電所1号機運転開始

与那国風力発電実証研究設備

1･2号機運転開始

立地環境部 環境技術課と火力部 環

境保全課を統合し、環境室を設置

次期電源に吉の浦火力発電所（LNG）

建設計画決定

離島カンパニーおよび発電所を除く全

部署でISO9001を認証取得

吉の浦火力発電所に係る環境アセス

メント開始

2003

2004

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

金武火力発電所2号機運転開始

金武火力発電所日本緑化センター会

長賞受賞

世界銀行炭素基金（CDCF、BioCF）

への出資契約締結

ISO9001全社認証取得

宮古ガスタービン発電所1～3号機運

転開始

「残渡しおさいの森」づくり開始

ISO14001発電部で統合認証取得

「頑丈土」、「ポゾテック」沖縄県リサイ

クル資材認定取得

「沖縄電力環境方針」へ改定

楚洲風力発電所1〜2号機運転開始

京都メカニズムを活用した炭素基金

（JGRF、GG-CAP）への出資契約締

結

「国際サンゴ礁シンポジウム」が沖縄

県で開催（国内初の開催）され、当社

発表ブースを出展

2005

2006

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

当社参画のCDCFプロジェクト、世界

初のクレジット発行

吉の浦火力発電所に係る環境影響評

価準備書の環境審査手続きが完了

政府が推進する地球温暖化防止国民

運動「チーム・マイナス6%」への参加

「環境行動レポート2005」が第9回環

境コミュニケーション大賞・環境大臣賞

受賞

第2回、第3回「残波しおさいの森」植

樹の集い実施

海フェスタおきなわ「海の総合展」へ

チーム美らサンゴとして参加

吉の浦火力発電所　環境アセスメント

手続完了および工事計画届出書の届

出

吉の浦火力発電所　本格工事着工

沖縄県庁舎ESCO事業における最優

秀提案者に決定

「頑丈土破砕材」港湾関連民間技術の

確認審査・評価事業で評価

第4回「残波しおさいの森」植樹の集い

実施

2007

2008

・

・

・

・

・

・

・

第5回「残波しおさいの森」植樹の集い

実施

「沖電グループ環境方針」制定

宮古風力発電実証研究設備６号機本

格運用

第6回「残波しおさいの森」植樹祭実施

「残波しおさいの森」が「地球温暖化防

止活動環境大臣表彰」受賞

電力流通部技術訓練施設竣工

電気自動車「i-MiEV」実証走行試験の

実施

P68

P68

P68
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環境を巡る歴史と沖縄電力のあゆみ

国

際

動

向

国

内

動

向

沖

縄

電

力

1969
1972

1973
1979

米国が国家環境政策法（NEPA）制定

ローマクラブ｢成長の限界｣発表

国連人間環境会議（ストックホルム会議）開催

国連環境計画（UNEP）設立

第1次石油ショック

第2次石油ショック

1985
1987
1988

オゾン層保護のためのウィーン条約採択

モントリオール議定書

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）設置

1962
1967
1968
1970

1971
1972
1973
1974
1977

1979

｢ばい煙の排出の規則等に関する法律｣制定

｢公害対策基本法｣制定

｢大気汚染防止法｣制定

｢水質汚濁防止法｣制定

｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律｣制定

環境庁設置

四日市公害裁判判決

公害健康被害の補償等に関する法律

ＳＯｘ総量規制の実施

｢発電所の立地に関する環境影響調査および環境審

査の強化について｣

（通産省省議決定）

｢エネルギーの使用の合理化に関する法律｣制定

1981
1988

ＮＯｘ総量規制の実施

特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法

律制定

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

1990
1992
1994
1995

1996

1997

1998

1999

第2回世界気候会議

｢環境と開発に関する国連会議｣（リオデジャネイロ）

｢気候変動枠組条約｣発効

｢気候変動枠組条約｣

第1回締約国会議（COP1     　）

（IPCC第2次評価報告書の提出）

ISO｢環境マネジメントシステム・環境監査規格｣

制定

｢気候変動枠組条約｣

第2回締約国会議（COP2）

国連環境特別総会

｢気候変動枠組条約｣

第3回締約国会議（COP3）

｢気候変動枠組条約｣

第4回締約国会議（COP4）

｢気候変動枠組条約｣

第5回締約国会議（COP5）

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

1990
1991

1992
1993
1994
1995

1996

1997

1998

1999

｢地球温暖化防止行動計画｣策定

経団連｢地球環境憲章｣策定

｢再生資源の利用の促進に関する法律｣制定

｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律｣改正

通産省｢環境に関するボランタリープラン｣作成要請

｢環境基本法｣制定

｢環境基本計画｣策定

｢容器包装に係わる分別収集及び

再商品化の促進等に関する法律｣制定

｢電気事業における環境行動計画｣

（電気事業連合会）策定

｢環境影響評価法｣制定

｢経団連環境自主行動計画｣策定

｢エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）｣改正

｢地球温暖化対策の推進に関する法律｣策定

｢特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理

の改善の促進に関する法律｣（PRTR法）制定

｢ダイオキシン類対策特別措置法｣制定

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

1970

1972

1973
1974

1976

1977

1978

牧港火力発電所5号機　運転開始

牧港火力発電所6号機　運転開始

沖縄本土復帰

公害関係法令の沖縄県への適用

沖縄電力株式会社設立

当社初石川火力発電所に係わる公害防止協定を締結

牧港火力発電所7号機　運転開始

当社初　牧港火力発電所にて集合煙突及び集じん装

置運転開始

石川火力発電所1号機　運転開始

牧港火力発電所8号機　運転開始

配電会社5社（沖縄配電、松岡配電、中央配電、比謝

川配電、名護配電）を吸収合併し、発送配電の一貫

供給体制を確立

牧港ガスタービン発電所1号機　運転開始

火力部環境保全課を設置

石川火力発電所2号機　運転開始

当社初　牧港火力発電所9号機

アセスメント資料を作成　

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

▲1972年当時、沖縄電力株式会社本店正門前の

新看板と松岡社長（右）

1981
1986
1987
1988

1989

牧港火力発電所9号機　運転開始

電源開発株式会社 石川石炭火力1号機 運転開始

電源開発株式会社 石川石炭火力2号機 運転開始

当社初 渡嘉敷太陽光発電研究設備試験 運転開始

沖縄電力（株）の民営化実現

渡嘉敷燃料電池発電試験研究設備　運転開始

・

・

・

・

・

・

「沖縄振興開発特別措置法の一部を

改正する法律」の施行（ ）

1960年～1970年代 1980年代 1990年代

1990
1991

1992

1993

1994
1995

1996

1997

1998

1999

牧港ガスタービン発電所2号機　運転開始

牧港火力発電所が公害防止協定を締結

電源開発部　環境技術課を設置

石川ガスタービン発電所1号機　運転開始

当社初　宮古島風力発電実証研究

設備1号機　運転開始

具志川火力発電所に係わる環境保全協定を締結

地球環境対策委員会を設置

｢沖縄電力環境保全行動計画｣を策定

｢環境月間行事｣を開始

おきでんふれあいプラザが開館

具志川火力発電所1号機　運転開始

具志川火力発電所2号機　運転開始

電気科学館が開館

電源開発部　環境技術課を廃止し

立地環境部　環境技術課を配置

｢環境行動レポート｣を発行

具志川火力発電所　グッドデザイン賞受賞

具志川火力発電所　日本緑化センター会長賞受賞

｢環境行動パネル展｣開始 
｢沖縄電力環境行動計画｣改定

古紙リサイクルシステム運用開始

風力発電実証研究設備

（牧港1～2号、石川1号、具志川1号、宜野座1～

6号、七又1～2号）運転開始

石川火力発電所がISO14001を認証取得

｢沖縄電力環境行動計画｣改定

石川火力発電所　省エネルギー管理優良工場賞

受賞

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

2000年～2002年 2003年・2004年 2005年・2006年 2007年・2008年

2000

2001

2002

・

・

・

・

・

・

 ｢気候変動枠組条約」

第6回締約国会議（COP6）

世界銀行｢炭素基金｣設立

｢気候変動枠組条約｣

第6回締約国会議（COP6）

再会会合

｢気候変動枠組条約｣

第7回締約国会議（COP7） 

持続可能な開発に関する世界首脳

会議（ヨハネスブルグ・サミット）

｢気候変動枠組条約｣

第8回締約国会議（COP8）

2000

2001

2002

・
・

・

・

・
 
・
・

・
・

・

・

・

｢循環型社会形成推進基本法｣制定

｢水質汚濁防止法｣改正

｢ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な

処理の推進に関する特別措置法｣制

定

｢特別製品に係わるフロン類の回収及

び破壊の実施の確保等に関する法律

｣制定

省庁再編（環境省設置）

京都議定書 　　  批准

｢エネルギーの使用の合理化に関する

法律｣ 改正

｢地球温暖化対策推進大綱｣改正

｢地球温暖化対策の推進に関する法

律｣改正

｢建設工事に係わる資材の再資源化

等に関する法律（建設リサイクル法）｣

施行

｢電気事業者による新エネルギー等の

利用に関する特別措置法（RPS法）｣

制定

｢土壌汚染対策法｣制定

2003

2004

・

・

｢気候変動枠組条約｣

第9回締約国会議（COP9） 

｢気候変動枠組条約｣

第10回締約国会議（COP10）

2003

2004

・

・

・

・

・

｢電気事業者による新エネルギー等の

利用に関する特別措置法（RPS法）｣

施行

改正電気事業法成立

｢エネルギー税制改正（電源開発促進

税減税、石油石炭税導入）」

「環境情報の提供の促進等による特

定事業者等の環境に配慮した事業活

動の促進に関する法律」（環境配慮促

進法）制定

日本環境安全事業株式会社北九州事

業所が高圧トランス、高圧コンデンサ

などのPCB廃棄物処理を開始

2005

2006

・

・

・

・

・

・

京都議定書発効

欧州連合（EU）にて欧州排出権取

引制度開始

第1回京都議定書締約国会合

（COP／MOP1）

「気候変動枠組条約」

第11回締約国会議（COP11） 

第2回京都議定書締約国会合

（COP/MOP2）

「気候変動枠組条約」

第12回締約国会議（COP12） 

2005 ・

・

・

 
・

・

・

・

京都議定書目標達成計画　閣議決定

「地球温暖化対策の推進に関する法

律」（温対法）改正

「エネルギーの使用の合理化に関する

法律」（省エネ法）改正

「石綿障害予防規則」施行

「石綿による健康被害を救済する法

律」（石綿救済新法）施行

「大気汚染防止法（石綿関連）」改正

沖縄県　産廃税導入 

2007

2008

・

・

・

・

・

・

｢国等における温室効果ガスの排出の

削減に配慮した契約の推進に関する

法律（環境配慮契約法）」の制定

「京都議定書目標達成計画」改定

「エネルギーの使用の合理化に関する

法律（省エネ法）」改正

「地球温暖化対策の推進に関する法

律（温対法）」改正

「排出量取引の国内統合市場の試行

的実施」および「国内クレジット制度」

の開始

「沖縄県生活環境保全条例」公布

2007

2008

・

・

・

・

｢気候変動枠組条約｣

第13回締約国会議（COP13）

第3回京都議定書締約国会合

（COP/MOP3）

「気候変動枠組条約」

第14回締約国会議（COP14)

第4回京都議定書締約国会合

（COP/MOP4)

2000

2001

2002

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

石垣ガスタービン発電所1･2号機運転

開始

具志川火力発電所がISO14001を認

証取得

沖縄グリーン電力基金創設

牧港火力発電所がISO14001を認証

取得

金武火力発電所に係わる環境保全協

定を締結

金武火力発電所1号機運転開始

与那国風力発電実証研究設備

1･2号機運転開始

立地環境部 環境技術課と火力部 環

境保全課を統合し、環境室を設置

次期電源に吉の浦火力発電所（LNG）

建設計画決定

離島カンパニーおよび発電所を除く全

部署でISO9001を認証取得

吉の浦火力発電所に係る環境アセス

メント開始

2003

2004

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

金武火力発電所2号機運転開始

金武火力発電所日本緑化センター会

長賞受賞

世界銀行炭素基金（CDCF、BioCF）

への出資契約締結

ISO9001全社認証取得

宮古ガスタービン発電所1～3号機運

転開始

「残渡しおさいの森」づくり開始

ISO14001発電部で統合認証取得

「頑丈土」、「ポゾテック」沖縄県リサイ

クル資材認定取得

「沖縄電力環境方針」へ改定

楚洲風力発電所1〜2号機運転開始

京都メカニズムを活用した炭素基金

（JGRF、GG-CAP）への出資契約締

結

「国際サンゴ礁シンポジウム」が沖縄

県で開催（国内初の開催）され、当社

発表ブースを出展

2005

2006

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

当社参画のCDCFプロジェクト、世界

初のクレジット発行

吉の浦火力発電所に係る環境影響評

価準備書の環境審査手続きが完了

政府が推進する地球温暖化防止国民

運動「チーム・マイナス6%」への参加

「環境行動レポート2005」が第9回環

境コミュニケーション大賞・環境大臣賞

受賞

第2回、第3回「残波しおさいの森」植

樹の集い実施

海フェスタおきなわ「海の総合展」へ

チーム美らサンゴとして参加

吉の浦火力発電所　環境アセスメント

手続完了および工事計画届出書の届

出

吉の浦火力発電所　本格工事着工

沖縄県庁舎ESCO事業における最優

秀提案者に決定

「頑丈土破砕材」港湾関連民間技術の

確認審査・評価事業で評価

第4回「残波しおさいの森」植樹の集い

実施

2007

2008

・

・

・

・

・

・

・

第5回「残波しおさいの森」植樹の集い

実施

「沖電グループ環境方針」制定

宮古風力発電実証研究設備６号機本

格運用

第6回「残波しおさいの森」植樹祭実施

「残波しおさいの森」が「地球温暖化防

止活動環境大臣表彰」受賞

電力流通部技術訓練施設竣工

電気自動車「i-MiEV」実証走行試験の

実施

P68

P68

P68
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　オール電化を体験していた

だけるよう、オール電化機器

の展示や、ＩＨクッキングヒー

ターを使ってのお料理体験教

室を開催しています。

　具志川火力発電所の電気科

学館では､3Ｄシアター･電気と

触れようコーナーなどを設け､

お客さまに電気を自分の目で

見て実感していただけるように

しています。

▲オール電化ショールーム「カエルぴあ」▲電気科学館
（おきでん那覇ビル2Ｆ）

名　　　称

電気科学館／具志川火力発電所

オール電化ショールーム「カエルぴあ」

おきでん うらそえ料理教室

おきでん うるま料理教室

オール電化体験車

牧港火力発電所

石川火力発電所

金武火力発電所

住 所 ・ 電 話 番 号

うるま市字宇堅657
Tel:070-5819-2532 Tel:070-5819-2533

那覇市旭町114-4 おきでん那覇ビル2F
Tel:0120-084-875

浦添市牧港4-11-3 おきでん牧港ビル7F
Tel:070-5486-2572

うるま市字江洲358-2 うるま支店3F
Tel:070-5486-2751

ソリューション営業部

Tel:098-877-2341

浦添市牧港5-2-1
Tel:098-877-3481

うるま市石川赤崎3-1-1
Tel:098-964-3129

金武町字金武3333
Tel:098-968-8560

見学体験時間

9時～12時、13時～17時

休館日／土･日･祝日･他

9時30分～18時

休館日／日曜日

8時30分～17時

休館日／土･日･祝日･他

www.kaeru.tv
に掲載中

10時～16時

定休日／土･日･祝日

10時～14時半

定休日／土･日･祝日

10時～16時

定休日／土･日･祝日

名　　　称

沖縄青少年科学作品展

住 所 ・ 電 話 番 号

研究開発部  Tel:098-877-2341

開 催 日

毎年2月

■地域とのふれあい活動による入場者数・見学者数　関連データ：表37 P66

イベントのご案内

見学・体験のご案内 関連データ資料編 ※本データは当社実績を示す。
※沖電グループを含めた実績については、　    を表記する。

表1　主な環境関連カリキュラム　     P21

主　催 名　　　称 実　　　績

離島事業所に対して、PCB汚染機器などの取り扱いに関する関係法令教育を実施し、

環境に対する意識を高めた。

離島事業所に対して産業廃棄物の処理、関連法令に関する講演会を実施した。

各発電所および本店発電部においてISO勉強会を実施した。

本店および各支店にて当社の温暖化対策の取り組みや環境家計簿の利用促進など
について講演を行った。また沖縄総合事務局とのタイアップで交通渋滞の緩和に向け
ノーマイカーやエコドライブのポイントの講演会を実施した。

沖電グループ全体において、環境行動ビデオの上映、環境行動レポートなどを用いて

実施。1,752名参加。

発電部

環境室

ISO勉強会

PCB関連法令教育

地球温暖化防止に関する

講演会

産業廃棄物管理教育

各部室店所 環境行動説明会

表3　大気質測定結果（本島内の全測定局の年平均値）　P23

項　目

二酸化硫黄（ppm）

二酸化窒素（ppm）

浮遊粒子状物質（mg/m3）

2004

0．001

0．004

0．022

2005

0．000

0．004

0．024

2006

0．000

0．004

0．022

2008

0．000

0．003

0．019

2007

0．000

0．004

0．023

表2　環境関連国家資格取得者数　  　P21

取得資格
当　　社

大気関係

水質関係

騒音関係

第1種

第2種

第3種

第4種

34

9

57

28

27

0

2

1

4

2

2

9

53

52

132

24

3

3

50

746

17

1,255

3

0

3

17

5

0

0

0

1

0

1

0

37

16

14

6

1

0

9

212

153

478

第1種

第2種

第3種

第4種

振動関係

ダイオキシン類

特定化学物質・四アルキル鉛等作業主任者

合計

甲種

乙種 第4類

公害防止主任管理者

特定高圧ガス取扱主任者

特別管理産業廃棄物管理責任者

産業廃棄物最終処分場技術管理者

エネルギー管理士

濃度

騒音・振動

公
害
防
止
管
理
者

2

0

7

0

6

0

1

0

0

0

0

0

0

6

43

1

0

0

5

15

4

90

2008年度取得者 取得者合計
（2009年3月31日現在）

沖電グループ（当社除く）

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

5

6

13

2008年度取得者 取得者合計
（2009年3月31日現在）

環境
計量士

危険物
取扱者

※特定化学物質・四アルキル鉛等作業主任者は2008年度から集計開始。　※退職者除く
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しています。
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名　　　称

電気科学館／具志川火力発電所
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10時～16時
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■地域とのふれあい活動による入場者数・見学者数　関連データ：表37 P66

イベントのご案内

見学・体験のご案内 関連データ資料編 ※本データは当社実績を示す。
※沖電グループを含めた実績については、　    を表記する。

表1　主な環境関連カリキュラム　     P21

主　催 名　　　称 実　　　績

離島事業所に対して、PCB汚染機器などの取り扱いに関する関係法令教育を実施し、

環境に対する意識を高めた。

離島事業所に対して産業廃棄物の処理、関連法令に関する講演会を実施した。

各発電所および本店発電部においてISO勉強会を実施した。

本店および各支店にて当社の温暖化対策の取り組みや環境家計簿の利用促進など
について講演を行った。また沖縄総合事務局とのタイアップで交通渋滞の緩和に向け
ノーマイカーやエコドライブのポイントの講演会を実施した。

沖電グループ全体において、環境行動ビデオの上映、環境行動レポートなどを用いて

実施。1,752名参加。

発電部

環境室

ISO勉強会

PCB関連法令教育

地球温暖化防止に関する

講演会
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表3　大気質測定結果（本島内の全測定局の年平均値）　P23
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2004

0．001
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2005

0．000

0．004

0．024

2006

0．000

0．004

0．022

2008

0．000
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0．019

2007

0．000
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0．023

表2　環境関連国家資格取得者数　  　P21

取得資格
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水質関係

騒音関係

第1種

第2種

第3種

第4種

34

9

57

28

27

0

2

1

4
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52

132

24

3

3

50

746
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1,255

3
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3

17
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0

0

0
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0
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0

37

16

14

6
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9

212

153
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第2種
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第4種

振動関係

ダイオキシン類

特定化学物質・四アルキル鉛等作業主任者

合計

甲種

乙種 第4類

公害防止主任管理者

特定高圧ガス取扱主任者

特別管理産業廃棄物管理責任者
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害
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0

0

0

0
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0
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0
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1
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2008年度取得者 取得者合計
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取扱者
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関連データ資料編 ※本データは当社実績を示す。
※沖電グループを含めた実績については、　     を表記する。

表6　各発電所の緑化状況　P27
項　目

牧港火力
発電所

緑地･環境施設率※（%）

緑地率（%）

敷地面積（m2）

28．3
27．9

184，503

石川火力
発電所

42.5
21.4

135,318

具志川火力
発電所

28.6
23.7

190,000

金武火力
発電所

37.4
33.3

396,695

宮古発電所 石垣発電所

26.6
24.8

17,724

宮古第二
発電所

38.3
29.2

94,721

27.5
27.5

21,542

石垣第二
発電所

42.7
31.0

99,749

久米島
電業所

34.0
31.1

23,610

南大東島
電業所

25.7
22.2

10,485
※環境施設：工場立地法施行規則第4条で掲げられているもので、屋外運動場などが該当する。

＜一定規模以上の発電所では「工場立地法」に基づき、緑地率が20%以上、緑地・環境施設率が25%以上と定められている。＞

項　目

発電端電力量（億kWh※）

ＳＯｘ排出量（t）
ＳＯｘ排出原単位（g/kWh）

ＮＯｘ排出量（t）
ＮＯｘ排出原単位（g/kWh）

※億kWh=108kWh

57
6，919
1．2

2，485
0．43

2004
59

6，315
1．1

2，754
0．47

2005
60

6，668
1．1

2，644
0．44

2006
60

6，363
1．1

2，669
0．45

2007
62

6,570
1.1

2,785
0.45

2008
表5　ＳＯｘ、ＮＯｘ排出原単位（発電端・本島汽力自社計）　P25

表8　ヒドラジン排出量（本島汽力自社計）　P27

ヒドラジン

取扱量（t）
排出量（t）
移動量（t）

物質名

ボイラ給水処理剤

主な用途 項  目
9．4

＜0．1
0

2004
9．0

＜0．1
0

2005
8．4

＜0．1
0

2006
8．7

＜0．1
0

2007
9．6

＜0．1
0

2008

表4　排水発生源測定結果（本島汽力発電所の年平均値）　P23
発電所 項　目

pH
COD（mg/ℓ）
SS（mg/ℓ）

n-ヘキサン抽出物質（mg/ℓ）

協定値

5.8～8.6
20
15
1

5.8～8.6
20
15
1

5.8～8.6
20
15
1

6.5～8.5
20
15
1

6.5～8.5
20
15
1

pH
COD（mg/ℓ）
SS（mg/ℓ）

n-ヘキサン抽出物質（mg/ℓ）
pH

COD（mg/ℓ）
SS（mg/ℓ）

n-ヘキサン抽出物質（mg/ℓ）

pH
COD（mg/ℓ）
SS（mg/ℓ）

n-ヘキサン抽出物質（mg/ℓ）
pH

COD（mg/ℓ）
SS（mg/ℓ）

n-ヘキサン抽出物質（mg/ℓ）

牧港火力

5～8号機

牧港火力

9号機

石川火力

具志川火力

金武火力

2004
7.4
2.2
1.4
ND
7.3
2.8
2.8
ND
7.4
2.5

＜0.7
ND
7.8
2.2
ND
ND
7.5
3.6
ND
ND

2005
7.5
2.3
1.7
ND
7.2
2.4
1.1
ND
7.6
2.6
0.9
ND
7.9
1.1

＜0.9
ND
7.6
2.5

＜0.5
ND

2006
7.1 
2.5 
1.3
ND
7.1 
2.0 

＜1.3
ND
7.6 
2.6

＜0.9
ND
7.6 
1.6 
0.6
0.5
7.5 
3.2 

＜0.6
ND

2007
7.1
2.0
1.2
ND
7.0
1.5
3.0
ND
7.3
2.8
0.6
ND
7.7
1.3
ND
ND
7.5
2.7
0.8
ND

2008
7.0
1.7
1.4
ND
7.1
1.6
3.4
ND
7.2
3.0

＜1.0
ND
7.6

＜1.0
＜1.6
ND
7.5
3.2

＜0.5
ND

・NDは定量下限値（0.5mg/ℓ）未満を示す。・不等号を付した値は、年間の月別測定値のうち、NDを0.5mg/ℓ（定量下限値）で読み替え、平均値を算出したものを示す。

表7　2008年度PRTR法対象物質　排出量・移動量結果※　P27
事業所名

牧港火力発電所

石川火力発電所

対象物質名

ヒドラジン

キシレン

ダイオキシン類

使用用途または発生源

発電用給水処理薬品

発電用燃料・塗装用塗料

廃棄物焼却炉から発生

大　気

−
310kg

0.00034mg-TEQ
0.000037mg-TEQ

水　域

14.0kg
−
−
−

移  動  量

−
−

0.026mg-TEQ
0.080mg-TEQ

4,4'-イソプロピリデンジフェノ-ルと
1-クロロ-2,3-エポキシプロパンの

重縮合物
ボイラ建屋など 21kg − −

キシレン 発電用燃料・塗装用塗料 810kg − −

排  出  量

※ダイオキシン類を除く、各事業所における年間取扱量１t以上（特定第一種指定化学物質0.5t以上）の対象物質を集計（有効数字2桁）

表10　二酸化炭素（ＣＯ2）排出原単位／使用端※1　P15、30
項　目

ＣＯ2排出量（万t-CO2）

販売電力量（億kWh）

排出原単位（kg-CO2/kWh）

表11−1　2008年六フッ化硫黄（SF6）回収率実績　P32
項　目

取扱量（t） 
排出量（t）
回収率（%） 

点検時

2.6990
0.0066

99.8

廃棄時

0.1307
0.0008

99.4

計

2.8297
0.0074

99.7
※集計対象年：1月～12月

表11−2　六フッ化硫黄（SF6）回収率の推移　P32
項　目

回収率（%） 
2004
98．2

2005
91．4

2006
96．4

2007
98．7

2008
99.7

※集計対象年：1月～12月

表15　送配電ロス率　P33
項　目

送配電ロス率（%） 
2004
4.4

2005
4.4

2006
4.3

2007
4.1

2008
4.6

表19　風力発電の発電量（当社実績）　P34
項　目

容量（kW） 
設備利用率（%） 
発電量（103kWh） 
ＣＯ2削減量（t-ＣＯ2） 
Ｃ重油削減量（kℓ） 

2004
4，790
10.7

4，502
4，242
1，436

2005
4，410
12．3
4，738
4，446
1，502

2006
3，160
9．6

2，666
2，486

839

2007
3，160
10.1

2，806
2，621

883

2008
2,630
11.3

3,014
2,852
958

表16　太陽光発電設備容量（2009年3月31日現在）　　　 P33
名　　称

合計 8地点

合計 1地点

渡嘉敷太陽光発電実証研究設備

宮古太陽光発電実証研究設備

浦添支店太陽光発電システム

那覇支店太陽光発電システム

宮古支店太陽光発電システム

八重山支店太陽光発電システム

北大東太陽光発電実証研究設備

太陽光発電活用ＥＶステーション実証設備

沖縄新エネ開発(株)　伊江島太陽光発電所

204
490
10
12
10
10
40
2

778
10
10

容量（kW） 表20　沖縄グリーン電力基金契約口数　P35

契約口数（口） 
2004
170

2005
196

2006
197

2007
190

2008
180

項　目

表17　太陽光発電の発電量（当社実績）　P33
項　目

容量（kW） 
設備利用率（%） 
発電量（103kWh） 
ＣＯ2削減量（t-ＣＯ2） 
Ｃ重油削減量（kℓ） 

2004
1，084

1．0
97
92
31

2005
824
1．2
88
83
28

2006
778
2．8
197
184
62

2007
778
2．8
181
169
57

2008
778
3.0
193
183
61

表12　特定フロンなどの保有量　P32

保有量（t）
排出量（t）

2004
6．50
0．64

2005
5．97
0．51

2006
5．29
0．47

2007
5．51
0．53

2008
5.77
0.23

項　目

表14　熱効率／発電端（本島自社計）　P33

熱効率（%） 
2004
37．60

2005
37．78

2006
37．71

2007
37．76

2008
37．75

項　目

※1 当社のCO2排出原単位の算定にあたっては｢地球温暖化対策の推

進に関する法律(温対法)｣上の｢温室効果ガス排出量算定・報告・

公表制度｣に準拠しています。なお、本制度ではグリーン電力証書

などのCO2削減価値は考慮されておりません。        
※2 当社の2008年度の温対法上の調整後排出係数は、実排出係数(左

表、排出原単位)と同値となります。

1990
409
47

0．865

2004
678
72

0．942

2005
689
73

0．938

2006
688
74

0．932

2007
700
75

0．934

2008
707
75

0.946※2

表13　ＨＦＣの保有量　P32

保有量（t）
排出量（t）

2006
0．82
0．02

2007
1．01
0．00

2008
1.20
0.06

項　目

※集計対象年：1月～12月

表21　低公害車導入台数（累計）　　　　P15
項　目

電気自動車（台） 
ハイブリッド自動車（台） 
低排出ガス認定車かつ低燃費認定車（台）

低公害車導入率（%）

2004
7
2
59

20．5

2005
7
2

62
21．4

2006
5
4

79
22．1

2007
5
5

191
32．0

2008
5
7

227
37.5

※2006年度から、沖電グループを含めた実績を記載した。

表18　風力発電設備容量（2009年3月31日現在）　　　　P34
名　称

宮古風力発電実証研究設備

多良間風力発電実証研究設備

粟国風力発電実証研究設備

与那国風力発電実証研究設備

伊平屋風力発電実証研究設備

具志川風力発電所

佐敷風力発電所

楚洲風力発電所

伊江島風力発電所

狩俣風力発電所

サデフネ風力発電所

基　数

6号機

1号機

1号機

1〜2号機

1号機

6基

1号機

1～2号機

1～2号機

1～2号機

1～2号機

1～2号機

11基

容量（kW）

600
280
250

1,200
300

2,630
1,950
1,980
3,600
1,200
1,800
1,800

12,330

合計5地点

合計6地点

当　

社

（
沖
縄
新
エ
ネ
開
発　

）

 

沖
電
グ
ル
ー
プ

（株）

表9　ダイオキシン類の測定結果（排ガスおよび焼成灰中）　P27
排出基準 2004項　　　目

牧港火力発電所　重油灰焼却炉（排ｶﾞｽ中）（ng-TEQ/m3N）

石川火力発電所　重油灰焼却炉（排ｶﾞｽ中）（ng-TEQ/m3N）

牧港火力発電所　重油灰焼却炉（焼成灰中）（ng-TEQ/g）

石川火力発電所　重油灰焼却炉（焼成灰中）（ng-TEQ/g）

0.0097
0.000056
0.000034

0※

2005
0.000064
0.0000051
0.00000057

0※

2006
0.23
0.10

0.00026
0.00028

2007
0.0036
0.064

0.00081
0.000046

2008
0.000039
0.000043
0.00088
0.00099

10

3

※定量下限値未満の値を0（ゼロ）として算出し記載した。
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関連データ資料編 ※本データは当社実績を示す。
※沖電グループを含めた実績については、　     を表記する。

表6　各発電所の緑化状況　P27
項　目

牧港火力
発電所

緑地･環境施設率※（%）

緑地率（%）

敷地面積（m2）

28．3
27．9

184，503

石川火力
発電所

42.5
21.4

135,318

具志川火力
発電所

28.6
23.7

190,000

金武火力
発電所

37.4
33.3

396,695

宮古発電所 石垣発電所

26.6
24.8

17,724

宮古第二
発電所

38.3
29.2

94,721

27.5
27.5

21,542

石垣第二
発電所

42.7
31.0

99,749

久米島
電業所

34.0
31.1

23,610

南大東島
電業所

25.7
22.2

10,485
※環境施設：工場立地法施行規則第4条で掲げられているもので、屋外運動場などが該当する。

＜一定規模以上の発電所では「工場立地法」に基づき、緑地率が20%以上、緑地・環境施設率が25%以上と定められている。＞

項　目

発電端電力量（億kWh※）

ＳＯｘ排出量（t）
ＳＯｘ排出原単位（g/kWh）

ＮＯｘ排出量（t）
ＮＯｘ排出原単位（g/kWh）

※億kWh=108kWh

57
6，919
1．2

2，485
0．43

2004
59

6，315
1．1

2，754
0．47

2005
60

6，668
1．1

2，644
0．44

2006
60

6，363
1．1

2，669
0．45

2007
62

6,570
1.1

2,785
0.45

2008
表5　ＳＯｘ、ＮＯｘ排出原単位（発電端・本島汽力自社計）　P25

表8　ヒドラジン排出量（本島汽力自社計）　P27

ヒドラジン

取扱量（t）
排出量（t）
移動量（t）

物質名

ボイラ給水処理剤

主な用途 項  目
9．4

＜0．1
0

2004
9．0

＜0．1
0

2005
8．4

＜0．1
0

2006
8．7

＜0．1
0

2007
9．6

＜0．1
0

2008

表4　排水発生源測定結果（本島汽力発電所の年平均値）　P23
発電所 項　目

pH
COD（mg/ℓ）
SS（mg/ℓ）

n-ヘキサン抽出物質（mg/ℓ）

協定値

5.8～8.6
20
15
1

5.8～8.6
20
15
1

5.8～8.6
20
15
1

6.5～8.5
20
15
1

6.5～8.5
20
15
1

pH
COD（mg/ℓ）
SS（mg/ℓ）

n-ヘキサン抽出物質（mg/ℓ）
pH

COD（mg/ℓ）
SS（mg/ℓ）

n-ヘキサン抽出物質（mg/ℓ）

pH
COD（mg/ℓ）
SS（mg/ℓ）

n-ヘキサン抽出物質（mg/ℓ）
pH

COD（mg/ℓ）
SS（mg/ℓ）

n-ヘキサン抽出物質（mg/ℓ）

牧港火力

5～8号機

牧港火力

9号機

石川火力

具志川火力

金武火力

2004
7.4
2.2
1.4
ND
7.3
2.8
2.8
ND
7.4
2.5

＜0.7
ND
7.8
2.2
ND
ND
7.5
3.6
ND
ND

2005
7.5
2.3
1.7
ND
7.2
2.4
1.1
ND
7.6
2.6
0.9
ND
7.9
1.1

＜0.9
ND
7.6
2.5

＜0.5
ND

2006
7.1 
2.5 
1.3
ND
7.1 
2.0 

＜1.3
ND
7.6 
2.6

＜0.9
ND
7.6 
1.6 
0.6
0.5
7.5 
3.2 

＜0.6
ND

2007
7.1
2.0
1.2
ND
7.0
1.5
3.0
ND
7.3
2.8
0.6
ND
7.7
1.3
ND
ND
7.5
2.7
0.8
ND

2008
7.0
1.7
1.4
ND
7.1
1.6
3.4
ND
7.2
3.0

＜1.0
ND
7.6

＜1.0
＜1.6
ND
7.5
3.2

＜0.5
ND

・NDは定量下限値（0.5mg/ℓ）未満を示す。・不等号を付した値は、年間の月別測定値のうち、NDを0.5mg/ℓ（定量下限値）で読み替え、平均値を算出したものを示す。

表7　2008年度PRTR法対象物質　排出量・移動量結果※　P27
事業所名

牧港火力発電所

石川火力発電所

対象物質名

ヒドラジン

キシレン

ダイオキシン類

使用用途または発生源

発電用給水処理薬品

発電用燃料・塗装用塗料

廃棄物焼却炉から発生

大　気

−
310kg

0.00034mg-TEQ
0.000037mg-TEQ

水　域

14.0kg
−
−
−

移  動  量

−
−

0.026mg-TEQ
0.080mg-TEQ

4,4'-イソプロピリデンジフェノ-ルと
1-クロロ-2,3-エポキシプロパンの

重縮合物
ボイラ建屋など 21kg − −

キシレン 発電用燃料・塗装用塗料 810kg − −

排  出  量

※ダイオキシン類を除く、各事業所における年間取扱量１t以上（特定第一種指定化学物質0.5t以上）の対象物質を集計（有効数字2桁）

表10　二酸化炭素（ＣＯ2）排出原単位／使用端※1　P15、30
項　目

ＣＯ2排出量（万t-CO2）

販売電力量（億kWh）

排出原単位（kg-CO2/kWh）

表11−1　2008年六フッ化硫黄（SF6）回収率実績　P32
項　目

取扱量（t） 
排出量（t）
回収率（%） 

点検時

2.6990
0.0066

99.8

廃棄時

0.1307
0.0008

99.4

計

2.8297
0.0074

99.7
※集計対象年：1月～12月

表11−2　六フッ化硫黄（SF6）回収率の推移　P32
項　目

回収率（%） 
2004
98．2

2005
91．4

2006
96．4

2007
98．7

2008
99.7

※集計対象年：1月～12月

表15　送配電ロス率　P33
項　目

送配電ロス率（%） 
2004
4.4

2005
4.4

2006
4.3

2007
4.1

2008
4.6

表19　風力発電の発電量（当社実績）　P34
項　目

容量（kW） 
設備利用率（%） 
発電量（103kWh） 
ＣＯ2削減量（t-ＣＯ2） 
Ｃ重油削減量（kℓ） 

2004
4，790
10.7

4，502
4，242
1，436

2005
4，410
12．3
4，738
4，446
1，502

2006
3，160
9．6

2，666
2，486

839

2007
3，160
10.1

2，806
2，621

883

2008
2,630
11.3

3,014
2,852
958

表16　太陽光発電設備容量（2009年3月31日現在）　　　 P33
名　　称

合計 8地点

合計 1地点

渡嘉敷太陽光発電実証研究設備

宮古太陽光発電実証研究設備

浦添支店太陽光発電システム

那覇支店太陽光発電システム

宮古支店太陽光発電システム

八重山支店太陽光発電システム

北大東太陽光発電実証研究設備

太陽光発電活用ＥＶステーション実証設備

沖縄新エネ開発(株)　伊江島太陽光発電所

204
490
10
12
10
10
40
2

778
10
10

容量（kW） 表20　沖縄グリーン電力基金契約口数　P35

契約口数（口） 
2004
170

2005
196

2006
197

2007
190

2008
180

項　目

表17　太陽光発電の発電量（当社実績）　P33
項　目

容量（kW） 
設備利用率（%） 
発電量（103kWh） 
ＣＯ2削減量（t-ＣＯ2） 
Ｃ重油削減量（kℓ） 

2004
1，084

1．0
97
92
31

2005
824
1．2
88
83
28

2006
778
2．8
197
184
62

2007
778
2．8
181
169
57

2008
778
3.0
193
183
61

表12　特定フロンなどの保有量　P32

保有量（t）
排出量（t）

2004
6．50
0．64

2005
5．97
0．51

2006
5．29
0．47

2007
5．51
0．53

2008
5.77
0.23

項　目

表14　熱効率／発電端（本島自社計）　P33

熱効率（%） 
2004
37．60

2005
37．78

2006
37．71

2007
37．76

2008
37．75

項　目

※1 当社のCO2排出原単位の算定にあたっては｢地球温暖化対策の推

進に関する法律(温対法)｣上の｢温室効果ガス排出量算定・報告・

公表制度｣に準拠しています。なお、本制度ではグリーン電力証書

などのCO2削減価値は考慮されておりません。        
※2 当社の2008年度の温対法上の調整後排出係数は、実排出係数(左

表、排出原単位)と同値となります。

1990
409
47

0．865

2004
678
72

0．942

2005
689
73

0．938

2006
688
74

0．932

2007
700
75

0．934

2008
707
75

0.946※2

表13　ＨＦＣの保有量　P32

保有量（t）
排出量（t）

2006
0．82
0．02

2007
1．01
0．00

2008
1.20
0.06

項　目

※集計対象年：1月～12月

表21　低公害車導入台数（累計）　　　　P15
項　目

電気自動車（台） 
ハイブリッド自動車（台） 
低排出ガス認定車かつ低燃費認定車（台）

低公害車導入率（%）

2004
7
2
59

20．5

2005
7
2

62
21．4

2006
5
4

79
22．1

2007
5
5

191
32．0

2008
5
7

227
37.5

※2006年度から、沖電グループを含めた実績を記載した。

表18　風力発電設備容量（2009年3月31日現在）　　　　P34
名　称

宮古風力発電実証研究設備

多良間風力発電実証研究設備

粟国風力発電実証研究設備

与那国風力発電実証研究設備

伊平屋風力発電実証研究設備

具志川風力発電所

佐敷風力発電所

楚洲風力発電所

伊江島風力発電所

狩俣風力発電所

サデフネ風力発電所

基　数

6号機

1号機

1号機

1〜2号機

1号機

6基

1号機

1～2号機

1～2号機

1～2号機

1～2号機

1～2号機

11基

容量（kW）

600
280
250

1,200
300

2,630
1,950
1,980
3,600
1,200
1,800
1,800

12,330

合計5地点

合計6地点

当　

社

（
沖
縄
新
エ
ネ
開
発　

）

 

沖
電
グ
ル
ー
プ

（株）

表9　ダイオキシン類の測定結果（排ガスおよび焼成灰中）　P27
排出基準 2004項　　　目

牧港火力発電所　重油灰焼却炉（排ｶﾞｽ中）（ng-TEQ/m3N）

石川火力発電所　重油灰焼却炉（排ｶﾞｽ中）（ng-TEQ/m3N）

牧港火力発電所　重油灰焼却炉（焼成灰中）（ng-TEQ/g）

石川火力発電所　重油灰焼却炉（焼成灰中）（ng-TEQ/g）

0.0097
0.000056
0.000034

0※

2005
0.000064
0.0000051
0.00000057

0※

2006
0.23
0.10

0.00026
0.00028

2007
0.0036
0.064

0.00081
0.000046

2008
0.000039
0.000043
0.00088
0.00099

10

3

※定量下限値未満の値を0（ゼロ）として算出し記載した。
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表25　石炭灰の再資源化　P43

2005項　　　目

発生量（千t）

再資源化率※2（%）

リサイクル資材等

土地造成材
再資源化量※1（千t）

52
40
12
100
92
11
80
100
144
51
92
100

2006

48
48
0

100
93
34
59
100
141
82
59
100

2007

60
59
1

100
95
38
57
100
155
98
58
100

2008

50
50
0

100
106
43
63
100
157
93
64
100

2004

48
39
—
81
85
19
—
23
133
58
—
44

※1:『港湾法上の重要港湾および地方港湾計画に基づき行われる公有水面埋立（廃棄物最終処分場の埋立工場を含む）において電気事業に属する事業
者が供給する石炭灰は、土地造成材に該当する』との経済産業省の解釈（2005年11月）を受け、自社埋立処分していた石炭灰を2005年度からは、再
資源化量として集計した。

※2:再資源化率（%）＝再資源化量／発生量×100
※3:端数処理上、合計値が合わない場合がある。

具
志
川
火
力

発
電
所

発生量（千t）

再資源化率※2（%）

リサイクル資材等

土地造成材
再資源化量※1（千t）

金
武
火
力

発生量（千t）

再資源化率※2（%）

リサイクル資材等

土地造成材
再資源化量※1（千t）

合　
　

計

表26　石こうの再資源化※1　P43

項　　　目発　電　所 2005

13
12
12
100
17
18
18
100
30
30
30
100

2006

10
10
9
91
17
18
18
100
27
28
27
97

2007

11
10
10
100
18
17
17
100
29
27
27
100

2008

9
9
9

100
19
19
19
100
28
29
29
100

2004

14
14
14
100
18
17
17
100
32
31
31
100

※1：前年度の保管量があるため、発生量より構外搬出量が多くなる場合がある。
※2：再資源化率（%）＝再資源化量／構外搬出量×100
※3:端数処理上、合計値が合わない場合がある。

具志川火力

金武火力

合　　計

発生量（千t）
構外搬出量（千t） 
再資源化量（千t） 
再資源化率※2（%）

発生量（千t）
構外搬出量（千t） 
再資源化量（千t） 
再資源化率※2（%）

発生量（千t）
構外搬出量（千t） 
再資源化量（千t） 
再資源化率※2（%）

表27　ポゾテック生産量　P42

生産量（千t） 
石炭灰の利用量（千t） 

2004項　　目

27
19

2005

12
8

2006

25
17

2007

43
28

2008

37
26

表28　頑丈土生産量　P42

生産量（千t） 
石炭灰の利用量（千t） 

項　　目 2004

17
11

2005

3
2

2006

31
22

2007

35
24

2008

43
29

表22　年負荷率　P38

年負荷率※（%） 
2004
63．1

2005
63．0

2006
62．5

2007
62．2

2008
64.5

※年負荷率（%）＝｛年間平均電力／年間最大3日平均電力（送電端）｝×100

表23　最大3日平均電力（送電端）　P38

最大3日平均電力

（103kW）

2004

1,363

2005

1，394

2006

1，408

2007

1，431

2008

1,388

項　　　目

表24　電気温水器などの普及台数（累計） 　P38

電気温水器（台）

蓄熱システム（件）

オール電化住宅（件）

2004機 器 名

17，357

462

6，127

2005

19，548

492

8，120

2006

21，806

523

10，589

2007

24，494

555

13，652

2008

28，573

566

17，123

関連データ資料編

表29　重油灰の再資源化※1　P42

項　　　目発　電　所

発生量（t）
構外搬出量（t）
再資源化量（t）
再資源化率※2（%）

発生量（t）
構外搬出量（t）
再資源化量（t）
再資源化率※2（%）

発生量（t）
構外搬出量（t）
再資源化量（t）
再資源化率※2（%）

2005

19
24
24
100
19
19
19
100
38
43
43
100

2006

43
43
43
100
8
14
14
100
51
57
57
100

2007

56
151
61
40
12
13
13
100
68
165
74
45

2008

61
887
55
6
9
8
8
99
70
895
63
7

2004

21
16
16
100
27
27
27
100
48
43
43
100

※1：前年度の保管量があるため、発生量より構外搬出量が多くなる場合がある。　※2：再資源化率（%）＝再資源化量／構外搬出量×100

牧港火力

石川火力

合　　計

表32　古紙リサイクル回収量（本島事業所）    　　P15、45
2004

両面使用済みコピー用紙回収量（t）
カラーコピー用紙回収量（ポスター・チラシ等）（t）
紙コップ回収量（ｔ）

機密古紙回収量（ｔ）

立木換算※（本）

23
1.3

0.46（約9万個分）

ー

25
501

2005
16
3.1

0.54（約11万個分）

17
37
733

2006
13

11.7
0.37（約7万個分）

54
79

1,584

2007
9

6.8
0.67（約13万個分）

75
91

1,824

2008
11
7.6

0.42（約8万個分）

58
78

1,553
※古紙1t＝立木20本＝トイレットペーパー約5,000個　立木1本＝7､8年の木（太さ:約15cm、高さ:約20ｍ）

項　　目

合　　　計

環境月間

沖縄ecoエネルギーフェスティバル

夏休み子ども自由研究in沖縄

金武町まつり

沖縄の産業まつり

アジェンダ21県民環境フェアinはえばる

地球温暖化防止月間

沖縄青少年科学作品展

環境教育派遣（主な出前授業）

環境行動

パネル展

講演会など

6/9～6/12

6/16～6/20

6/10～6/15

8/1～8/3

8/9～8/10

10/24～10/26

11/30

12/15～12/19

2/21～2/22

4/18

6/12

6/15

10/21

10/28

11/26

うるま市役所

沖縄県庁

那覇市 ぶんかテンブス館

沖縄コンベンションセンター

金武町

奥武山公園

ジャスコ南風原店

沖縄県庁

浦添市民体育館

平良第一小学校

高嶺中学校

具志川小学校

津嘉山小学校

下地小学校

与那原小学校

134

449

6

2,369

200

1,622

237

300

1,137 

96

81

13

24

28

83

6,779

表33　2008年度環境行動パネル展・講演会などの開催　       　P15、47、48
名　　称項　　目 開　催　日 場　　所 観覧者数（人）

合　　　計

表30　2008年度撤去資材の再資源化　P43

コンクリート柱 
銅・アルミ線等

変圧器等

計器・制御盤等

その他鉄くず

再資源化量（t）

有償売却 リサイクル量

最終
処分量（t）

再資源化
率（%）

碍子等、
ガラス・陶磁器くず

発生量（t）

廃棄物等

0
457
87
19
0
0

2,968
0
0
0
9
24

77
0
0
0
6
18

97
100
100
100
62
56

3,045
457
87
19
15
42

表31　2008年度産業廃棄物の発生量　   　P15、43

8,738

0

0

484

発生量（t）

再資源化量（t）

再資源化率（%）

発生量（t）

333

200

60

200

19

15

80

90

7

1

14

277

578

572

99

91

42

24

56

51

3,045

2,968

97

5,231

0

0

0

1

12,763

3,780

30

6,443

当　社

沖電グループ
（当社除く）

汚泥 廃油

0

0

0

12

廃酸 廃プラス
チック 木くず

0

0

0

6

ゴムくず 金属くず
陶磁器

くず がれき類 廃石綿等 合計

※重油灰、石炭灰、脱硫石こう以外の産業廃棄物。　
※沖電グループについては沖電の請負工事に伴い排出した産業廃棄物を記載した。
※端数処理上、合計値が合わない場合がある。

項　　目
項　　目
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表25　石炭灰の再資源化　P43

2005項　　　目

発生量（千t）

再資源化率※2（%）

リサイクル資材等

土地造成材
再資源化量※1（千t）

52
40
12
100
92
11
80
100
144
51
92
100

2006

48
48
0

100
93
34
59
100
141
82
59
100

2007

60
59
1

100
95
38
57
100
155
98
58
100

2008

50
50
0

100
106
43
63
100
157
93
64
100

2004

48
39
—
81
85
19
—
23
133
58
—
44

※1:『港湾法上の重要港湾および地方港湾計画に基づき行われる公有水面埋立（廃棄物最終処分場の埋立工場を含む）において電気事業に属する事業
者が供給する石炭灰は、土地造成材に該当する』との経済産業省の解釈（2005年11月）を受け、自社埋立処分していた石炭灰を2005年度からは、再
資源化量として集計した。

※2:再資源化率（%）＝再資源化量／発生量×100
※3:端数処理上、合計値が合わない場合がある。

具
志
川
火
力

発
電
所

発生量（千t）

再資源化率※2（%）

リサイクル資材等

土地造成材
再資源化量※1（千t）

金
武
火
力

発生量（千t）

再資源化率※2（%）

リサイクル資材等

土地造成材
再資源化量※1（千t）

合　
　

計

表26　石こうの再資源化※1　P43

項　　　目発　電　所 2005

13
12
12
100
17
18
18
100
30
30
30
100

2006

10
10
9
91
17
18
18
100
27
28
27
97

2007

11
10
10
100
18
17
17
100
29
27
27
100

2008

9
9
9

100
19
19
19
100
28
29
29
100

2004

14
14
14
100
18
17
17
100
32
31
31
100

※1：前年度の保管量があるため、発生量より構外搬出量が多くなる場合がある。
※2：再資源化率（%）＝再資源化量／構外搬出量×100
※3:端数処理上、合計値が合わない場合がある。

具志川火力

金武火力

合　　計

発生量（千t）
構外搬出量（千t） 
再資源化量（千t） 
再資源化率※2（%）

発生量（千t）
構外搬出量（千t） 
再資源化量（千t） 
再資源化率※2（%）

発生量（千t）
構外搬出量（千t） 
再資源化量（千t） 
再資源化率※2（%）

表27　ポゾテック生産量　P42

生産量（千t） 
石炭灰の利用量（千t） 

2004項　　目

27
19

2005

12
8

2006

25
17

2007

43
28

2008

37
26

表28　頑丈土生産量　P42

生産量（千t） 
石炭灰の利用量（千t） 

項　　目 2004

17
11

2005

3
2

2006

31
22

2007

35
24

2008

43
29

表22　年負荷率　P38

年負荷率※（%） 
2004
63．1

2005
63．0

2006
62．5

2007
62．2

2008
64.5

※年負荷率（%）＝｛年間平均電力／年間最大3日平均電力（送電端）｝×100

表23　最大3日平均電力（送電端）　P38

最大3日平均電力

（103kW）

2004

1,363

2005

1，394

2006

1，408

2007

1，431

2008

1,388

項　　　目

表24　電気温水器などの普及台数（累計） 　P38

電気温水器（台）

蓄熱システム（件）

オール電化住宅（件）

2004機 器 名

17，357

462

6，127

2005

19，548

492

8，120

2006

21，806

523

10，589

2007

24，494

555

13，652

2008

28，573

566

17，123

関連データ資料編

表29　重油灰の再資源化※1　P42

項　　　目発　電　所

発生量（t）
構外搬出量（t）
再資源化量（t）
再資源化率※2（%）

発生量（t）
構外搬出量（t）
再資源化量（t）
再資源化率※2（%）

発生量（t）
構外搬出量（t）
再資源化量（t）
再資源化率※2（%）

2005

19
24
24
100
19
19
19
100
38
43
43
100

2006

43
43
43
100
8
14
14
100
51
57
57
100

2007

56
151
61
40
12
13
13
100
68
165
74
45

2008

61
887
55
6
9
8
8
99
70
895
63
7

2004

21
16
16
100
27
27
27
100
48
43
43
100

※1：前年度の保管量があるため、発生量より構外搬出量が多くなる場合がある。　※2：再資源化率（%）＝再資源化量／構外搬出量×100

牧港火力

石川火力

合　　計

表32　古紙リサイクル回収量（本島事業所）    　　P15、45
2004

両面使用済みコピー用紙回収量（t）
カラーコピー用紙回収量（ポスター・チラシ等）（t）
紙コップ回収量（ｔ）

機密古紙回収量（ｔ）

立木換算※（本）

23
1.3

0.46（約9万個分）

ー

25
501

2005
16
3.1

0.54（約11万個分）

17
37
733

2006
13

11.7
0.37（約7万個分）

54
79

1,584

2007
9

6.8
0.67（約13万個分）

75
91

1,824

2008
11
7.6

0.42（約8万個分）

58
78

1,553
※古紙1t＝立木20本＝トイレットペーパー約5,000個　立木1本＝7､8年の木（太さ:約15cm、高さ:約20ｍ）

項　　目

合　　　計

環境月間

沖縄ecoエネルギーフェスティバル

夏休み子ども自由研究in沖縄

金武町まつり

沖縄の産業まつり

アジェンダ21県民環境フェアinはえばる

地球温暖化防止月間

沖縄青少年科学作品展

環境教育派遣（主な出前授業）

環境行動

パネル展

講演会など

6/9～6/12

6/16～6/20

6/10～6/15

8/1～8/3

8/9～8/10

10/24～10/26

11/30

12/15～12/19

2/21～2/22

4/18

6/12

6/15

10/21

10/28

11/26

うるま市役所

沖縄県庁

那覇市 ぶんかテンブス館

沖縄コンベンションセンター

金武町

奥武山公園

ジャスコ南風原店

沖縄県庁

浦添市民体育館

平良第一小学校

高嶺中学校

具志川小学校

津嘉山小学校

下地小学校

与那原小学校

134

449

6

2,369

200

1,622

237

300

1,137 

96

81

13

24

28

83

6,779

表33　2008年度環境行動パネル展・講演会などの開催　       　P15、47、48
名　　称項　　目 開　催　日 場　　所 観覧者数（人）

合　　　計

表30　2008年度撤去資材の再資源化　P43

コンクリート柱 
銅・アルミ線等

変圧器等

計器・制御盤等

その他鉄くず

再資源化量（t）

有償売却 リサイクル量

最終
処分量（t）

再資源化
率（%）

碍子等、
ガラス・陶磁器くず

発生量（t）

廃棄物等

0
457
87
19
0
0

2,968
0
0
0
9
24

77
0
0
0
6
18

97
100
100
100
62
56

3,045
457
87
19
15
42

表31　2008年度産業廃棄物の発生量　   　P15、43

8,738

0

0

484

発生量（t）

再資源化量（t）

再資源化率（%）

発生量（t）

333

200

60

200

19

15

80

90

7

1

14

277

578

572

99

91

42

24

56

51

3,045

2,968

97

5,231

0

0

0

1

12,763

3,780

30

6,443

当　社

沖電グループ
（当社除く）

汚泥 廃油

0

0

0

12

廃酸 廃プラス
チック 木くず

0

0

0

6

ゴムくず 金属くず
陶磁器

くず がれき類 廃石綿等 合計

※重油灰、石炭灰、脱硫石こう以外の産業廃棄物。　
※沖電グループについては沖電の請負工事に伴い排出した産業廃棄物を記載した。
※端数処理上、合計値が合わない場合がある。

項　　目
項　　目
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表34　2008年度植樹祭などの実施・参加状況　   　P15、49、50、51

第6回「残波しおさいの森」植樹の集い

沖縄県植樹祭

「チーム美らサンゴ」さんご再生プログラム

宜野湾市「都市公園愛護デー」

森林ボランティア活動

その他（植樹活動）

名　　称

当社

地方自治体など

〃

〃

〃

〃

主催区別

読谷村残波

今帰仁村総合運動公園

恩納村

宜野湾海浜公園

読谷村残波

-

4/12

5/10

6/15、10/5

11/7

9/28

-

467

23

19

32

28

71

640

場　　所 実施・参加月日 参加者数（人）家族含む

合　　　計

表35　2008年度清掃活動の実施・参加状況      　　P15、49、50、51

環境月間クリーン作戦

家ーぬまーるをきれいに

まるごと沖縄クリーンビーチオープニング

第一回ちゅら島環境美化全県一斉清掃

瀬長島海浜ボランティア

その他（地域清掃活動など）

名　　称

当社

〃

地方自治体など

〃

〃

主催区別

当社周辺・国道58号線など

八重山支店周辺など

宜野湾トロピカルビーチ

県内各地

瀬長島

-

場　　所

6月中

毎月一回

6/1

8月中

11/16、3/15

-

実施・参加月日

1,330

185

218

41

163

1,665

3,602

参加者数（人）家族含む

合　　　計

※家族を含めた数値。

表36　植樹祭・清掃活動への参加者数　        　P15、49、50、51

植樹祭などへの参加者数

清掃活動への参加者数

名　　称

507

133

2,255

1,347

4,242

2008※

802

153

2,179

649

3,783

2007※

321

57

2,182

1,205

3,765

2006※

655

238

2,711

777

4,381

2005※

606

127

2,165

613

3,511

2004※

当社／沖電グループ

地方自治体など

当社／沖電グループ

地方自治体など

主催区別

合　　　計

表37　地域とのふれあい活動による入場者・見学者数　　    P60

カエルぴあ・料理教室など

電化住宅体験車

電気科学館・発電所

沖縄青少年科学作品展

沖縄の産業まつり｢おきでんエネルギー展｣展示ブース

沖縄トータルリビングショウ展示ブース

宮古新エネ設備

11,000

33,500

17,200

16,000

8,700

4,900

440

91,740

2008

12,800 

26,200 

19,000 

18,000 

8,700 

6,000 

230 

90,930

2007

19,000 

30,300 

17,500 

15,400 

18,700 

4,800 

600 

106,400 

2006

22,000 

27,500 

14,800 

14,200 

12,200 

5,000 

40 

95,740 

2005

18,200 

19,800 

17,200 

13,100 

15,000 

4,100 

0※

87,400 

2004名　　称

合　　　計

※2003年度の台風14号襲来により、宮古島の全新エネ設備が被害を受けたため。

当社／沖電グループ
地方自治体など

温排水
［P25］

　火力発電所では、タービン

を回した後の蒸気は復水器に

送られ海水によって冷却され

て水に戻る。この際に使用し

た海水は、取水時より最大で

7度ほど上昇し、海などに排

出される。これを温排水と呼

ぶ。

かりゆしウェア
［P37］

　｢沖縄をモチーフにした柄

で、県内で縫製されているも

の｣という定義の上衣。アロハ

シャツ風で通気性に富み、官

公庁や企業の夏服として定着

しつつある。2000年の沖縄サ

ミット開催に伴い普及活動が

活発化し、名称と定義の統一

がなされた。沖縄県工業連合

会の登録商標。

環境アセスメント
（環境影響評価）
［P22］

　大規模な開発事業などの実

施に先立ち、事業が環境に及

ぼす影響を調査、予測、評価

し、その結果を受けて防止策

や代替案などの適正な措置を

行う仕組み。環境保全を目的

としている。

環境会計
［P18］

　企業などが、持続可能な発

展を目指して、社会との良好

な関係を保ちつつ、環境保全

への取組を効率的かつ効果

的に推進していくことを目的と

して、事業活動における環境

保全のためのコストとその活

動により得られた効果を認識

し、可能な限り定量的（貨幣

単位又は物量単位）に測定し

伝達する仕組み。

な交流活動。奉仕活動、ス

ポーツ交流、環境行動パネル

展、地域とのふれあい活動な

ど、各部室店所で独自の企画

を展開して、地域とのコミュニ

ケーションを図ることを目的と

している。

沖縄青少年科学作品展
［P52］

　青少年の科学に対する関

心・興味を喚起し、沖縄県の

科学教育と人材育成への貢

献を目的とした、当社主催行

事。当日は、出品作品の展示

のほか、環境行動パネル展、

チャレンジ実験・ロボット競技

コーナーなど、科学を楽しく学

ぶ趣向が凝らされている。

オゾン層
［P32］

　地上から約20～30Kmの範

囲に集中するオゾンの層。オ

ゾンは、太陽から放射される

有害な紫外線を吸収する重

要な働きを持つが、近年はフ

ロンなどの排出によるオゾン

層破壊が指摘されている。

温室効果ガス
［P30､31］

　地表付近の気温は、太陽か

ら流入する熱（赤外線、可視

光線）と地表から放射する熱

とのバランスで決まるが、さら

に大気中には赤外線を吸収

するガスが存在するために、

地表の気温は適温に保たれ

ている。これらのガスを温室

効果ガスという。しかし、温室

効果ガスの急増により地表の

温度が上昇する現象（地球温

暖化）が現れ、1997年に二酸

化炭素、メタン、一酸化ニ窒

素、ハイドロフルオロカーボン

（HFC）、パーフルオロカーボ

ン （ P F C ) 、 六 フ ッ 化 硫 黄

（SF6）の6物質を温室効果ガ

スとして削減対象とする京都

議定書が採択された。

硫黄酸化物（SOx）
［P6､23､24］

　二酸化硫黄（SO2）、無水硫

酸（SO3）などの総称。化石燃

料に含まれる硫黄化合物の

燃焼によって発生する。呼吸

器疾患を引き起こしたり酸性

雨などの原因になるため、大

気汚染防止法の規制対象物

質となっている。

一般廃棄物
［P44］

　「廃棄物の処理及び清掃に

関する法律」では、「一般廃棄

物」とは産業廃棄物以外の廃

棄物としている。主に家庭や

オフィスから排出される生ゴ

ミ、粗大ゴミ、紙くずなどのこ

と。

石綿（アスベスト）
［P27］

　天然鉱物が繊維状に変形し

た物質。耐熱性、耐久性に優

れ、主に建材製品として使用

されてきた。人体に有害であ

り、吸引すると、5年〜40年の

潜伏期間を経て、肺がんや悪

性中皮腫などの病気を引き起

こすおそれがある。

　吹付け石綿に関しては、「特

別化学物質等障害予防規則」

改正により、1975年に原則使

用禁止。2006年より石綿等の

製造等が禁止されている。

沖電グループ
［お読みいただくにあたって､P55］

　沖縄電力を中核とした関係

会社の総称。電気事業をはじ

め、建設業、情報通信事業、

不動産業、その他多岐にわた

る専門業務を遂行し、電力の

安定供給を基本としつつ幅広

い事業展開を目指している。

おきでん対話旬間
［P52］

　当社が毎年11月1日から10
日の期間に実施するさまざま

か

い

お

関連データ資料編
ページは主な該当ページを表示しています。

用語の解説 50音順

や
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表34　2008年度植樹祭などの実施・参加状況　   　P15、49、50、51

第6回「残波しおさいの森」植樹の集い

沖縄県植樹祭

「チーム美らサンゴ」さんご再生プログラム

宜野湾市「都市公園愛護デー」

森林ボランティア活動

その他（植樹活動）

名　　称

当社

地方自治体など

〃

〃

〃

〃

主催区別

読谷村残波

今帰仁村総合運動公園

恩納村

宜野湾海浜公園

読谷村残波

-

4/12

5/10

6/15、10/5

11/7

9/28

-

467

23

19

32

28

71

640

場　　所 実施・参加月日 参加者数（人）家族含む

合　　　計

表35　2008年度清掃活動の実施・参加状況      　　P15、49、50、51

環境月間クリーン作戦

家ーぬまーるをきれいに

まるごと沖縄クリーンビーチオープニング

第一回ちゅら島環境美化全県一斉清掃

瀬長島海浜ボランティア

その他（地域清掃活動など）

名　　称

当社

〃

地方自治体など

〃

〃

主催区別

当社周辺・国道58号線など

八重山支店周辺など

宜野湾トロピカルビーチ

県内各地

瀬長島

-

場　　所

6月中

毎月一回

6/1

8月中

11/16、3/15

-

実施・参加月日

1,330

185

218

41

163

1,665

3,602

参加者数（人）家族含む

合　　　計

※家族を含めた数値。

表36　植樹祭・清掃活動への参加者数　        　P15、49、50、51

植樹祭などへの参加者数

清掃活動への参加者数

名　　称

507

133

2,255

1,347

4,242

2008※

802

153

2,179

649

3,783

2007※

321

57

2,182

1,205

3,765

2006※

655

238

2,711

777

4,381

2005※

606

127

2,165

613

3,511

2004※

当社／沖電グループ

地方自治体など

当社／沖電グループ

地方自治体など

主催区別

合　　　計

表37　地域とのふれあい活動による入場者・見学者数　　    P60

カエルぴあ・料理教室など

電化住宅体験車

電気科学館・発電所

沖縄青少年科学作品展

沖縄の産業まつり｢おきでんエネルギー展｣展示ブース

沖縄トータルリビングショウ展示ブース

宮古新エネ設備

11,000

33,500

17,200

16,000

8,700

4,900

440

91,740

2008

12,800 

26,200 

19,000 

18,000 

8,700 

6,000 

230 

90,930

2007

19,000 

30,300 

17,500 

15,400 

18,700 

4,800 

600 

106,400 

2006

22,000 

27,500 

14,800 

14,200 

12,200 

5,000 

40 

95,740 

2005

18,200 

19,800 

17,200 

13,100 

15,000 

4,100 

0※

87,400 

2004名　　称

合　　　計

※2003年度の台風14号襲来により、宮古島の全新エネ設備が被害を受けたため。

当社／沖電グループ
地方自治体など

温排水
［P25］

　火力発電所では、タービン

を回した後の蒸気は復水器に

送られ海水によって冷却され

て水に戻る。この際に使用し

た海水は、取水時より最大で

7度ほど上昇し、海などに排

出される。これを温排水と呼

ぶ。

かりゆしウェア
［P37］

　｢沖縄をモチーフにした柄

で、県内で縫製されているも

の｣という定義の上衣。アロハ

シャツ風で通気性に富み、官

公庁や企業の夏服として定着

しつつある。2000年の沖縄サ

ミット開催に伴い普及活動が

活発化し、名称と定義の統一

がなされた。沖縄県工業連合

会の登録商標。

環境アセスメント
（環境影響評価）
［P22］

　大規模な開発事業などの実

施に先立ち、事業が環境に及

ぼす影響を調査、予測、評価

し、その結果を受けて防止策

や代替案などの適正な措置を

行う仕組み。環境保全を目的

としている。

環境会計
［P18］

　企業などが、持続可能な発

展を目指して、社会との良好

な関係を保ちつつ、環境保全

への取組を効率的かつ効果

的に推進していくことを目的と

して、事業活動における環境

保全のためのコストとその活

動により得られた効果を認識

し、可能な限り定量的（貨幣

単位又は物量単位）に測定し

伝達する仕組み。

な交流活動。奉仕活動、ス

ポーツ交流、環境行動パネル

展、地域とのふれあい活動な

ど、各部室店所で独自の企画

を展開して、地域とのコミュニ

ケーションを図ることを目的と

している。

沖縄青少年科学作品展
［P52］

　青少年の科学に対する関

心・興味を喚起し、沖縄県の

科学教育と人材育成への貢

献を目的とした、当社主催行

事。当日は、出品作品の展示

のほか、環境行動パネル展、

チャレンジ実験・ロボット競技

コーナーなど、科学を楽しく学

ぶ趣向が凝らされている。

オゾン層
［P32］

　地上から約20～30Kmの範

囲に集中するオゾンの層。オ

ゾンは、太陽から放射される

有害な紫外線を吸収する重

要な働きを持つが、近年はフ

ロンなどの排出によるオゾン

層破壊が指摘されている。

温室効果ガス
［P30､31］

　地表付近の気温は、太陽か

ら流入する熱（赤外線、可視

光線）と地表から放射する熱

とのバランスで決まるが、さら

に大気中には赤外線を吸収

するガスが存在するために、

地表の気温は適温に保たれ

ている。これらのガスを温室

効果ガスという。しかし、温室

効果ガスの急増により地表の

温度が上昇する現象（地球温

暖化）が現れ、1997年に二酸

化炭素、メタン、一酸化ニ窒

素、ハイドロフルオロカーボン

（HFC）、パーフルオロカーボ

ン （ P F C ) 、 六 フ ッ 化 硫 黄

（SF6）の6物質を温室効果ガ

スとして削減対象とする京都

議定書が採択された。

硫黄酸化物（SOx）
［P6､23､24］

　二酸化硫黄（SO2）、無水硫

酸（SO3）などの総称。化石燃

料に含まれる硫黄化合物の

燃焼によって発生する。呼吸

器疾患を引き起こしたり酸性

雨などの原因になるため、大

気汚染防止法の規制対象物

質となっている。

一般廃棄物
［P44］

　「廃棄物の処理及び清掃に

関する法律」では、「一般廃棄

物」とは産業廃棄物以外の廃

棄物としている。主に家庭や

オフィスから排出される生ゴ

ミ、粗大ゴミ、紙くずなどのこ

と。

石綿（アスベスト）
［P27］

　天然鉱物が繊維状に変形し

た物質。耐熱性、耐久性に優

れ、主に建材製品として使用

されてきた。人体に有害であ

り、吸引すると、5年〜40年の

潜伏期間を経て、肺がんや悪

性中皮腫などの病気を引き起

こすおそれがある。

　吹付け石綿に関しては、「特

別化学物質等障害予防規則」

改正により、1975年に原則使

用禁止。2006年より石綿等の

製造等が禁止されている。

沖電グループ
［お読みいただくにあたって､P55］

　沖縄電力を中核とした関係

会社の総称。電気事業をはじ

め、建設業、情報通信事業、

不動産業、その他多岐にわた

る専門業務を遂行し、電力の

安定供給を基本としつつ幅広

い事業展開を目指している。

おきでん対話旬間
［P52］

　当社が毎年11月1日から10
日の期間に実施するさまざま

か

い

お

関連データ資料編
ページは主な該当ページを表示しています。

用語の解説 50音順

や
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資料編 用語の解説 50音順

ページは主な該当ページを表示しています。

　人間は生物多様性の恩恵を

受け、あるいは生物多様性に

影響を与えている。私たちが

生物多様性の恵みを将来の

世代にわたって享受し続ける

ためには、生物多様性の保全

と持続可能な利用に取組むこ

とが重要である。

世界銀行
［P30］

　発展途上国が自らの力に

よって発展するように支援す

ることを使命として、主に発展

途上国の政府や民間企業に

対して、融資・貸付・技術協

力・調査・研究などを行う公的

な国際金融機関であり､一般

的に国際復興開発銀行（IBRD）

と国際開発協会（IDA）の2つ

をいう。

ゼロエミッション
［P42］

　国連大学が提唱しているコ

ン セ プ ト で 、 事 業 活 動 の 結

果、排出される廃棄物をゼロ

に近づけて、循環型社会シス

テムを構築しようという取り組

み。廃棄物を発生抑制(Re-
duce) 、再使用(Reuse)、再

利用(Recycle)することによ

り、最終処分量を減らすという

こと。

ダイオキシン類
［P27］

　塩素を含むプラスチックなど

が燃焼したときに発生する猛

毒の有機塩素系化合物の総

称。ゴミ焼却などによる大気

汚染はもちろん、分解しにく

い、脂に溶けるなどの性質か

ら土壌や水質を長期間にわ

たって汚染し、食物連鎖の中

で濃縮されていく。人体への

影響として、ガンや奇形を引

き起こすなどの報告がある。

産業廃棄物
［P14、42］

　廃棄物は「産業廃棄物」と

「一般廃棄物」に区分されて

いる。産業廃棄物とは、工場

などの事業活動に伴って排出

される廃棄物のうち、燃えが

ら、汚泥、廃油、廃酸、廃アル

カリなど、「廃棄物の処理及び

清掃に関する法律」で定めら

れた廃棄物のこと。排出事業

者は自ら処理をする責任を負

う。

サンゴ再生プログラム
［P51］

　サンゴ群落の再生を目的に

環境省、沖縄県、恩納村等の

後援、恩納村漁業組合等の

技術指導のもと、「チーム美ら

サンゴ」の参画企業社員とボ

ランティアダイバーらによる養

殖サンゴの植え付けを行う官

民共同の自然再生プログラム

のこと。

自然エネルギー
［P33］

　太陽光、太陽熱、風力、波

力、バイオマス（家畜糞尿など

の有機物）、地熱など、自然現

象から得られるエネルギー。

枯渇の不安があり環境にも負

荷を与える化石燃料に対し、

再生可能でクリーンなエネル

ギーとして注目されている。

生物多様性
［P10、22、27］

　生物多様性には、①生態系

の多様性(地球上にはさまざ

まな生態系が存在する)、②

種間(種)の多様性(地球上に

はさまざまな種類の生物が存

在する)、③種内(遺伝子)の多

様性(同じ生物種内でも遺伝

子による違いがある)、の3つ

のレベルの多様性がある。

削減量を自国の削減量として

カウントできる仕組み。（削減

量と同量の排出枠を移転する

イメージ。先進国全体の枠の

量は変化しない）

3.排出量取引

　

　温室効果ガスの排出余剰枠

およびCDM、J Iで得たクレ

ジットを、先進国間で売買でき

る仕組み。

※出典：（社）海外環境協力セ

ンター京都メカニズム情報プ

ラットフォームより

http：//www.kyomecha.org/

グリーン購入
［P14、44］

　製品を購入する際、必要性

を十分に考慮するとともに、

価格や品質、利便性、デザイ

ンだけでなく環境のことを考

え、環境負荷ができるだけ小

さいものを選択して購入する

こと。

グリーン電力基金
［P35］

　環境にやさしい自然エネル

ギーの普及促進に賛同する

お客さまからの寄付金を活用

して、風力発電・太陽光発電

設備開発への助成を図る制

度のこと。

古紙
［P45］

　使用済みの紙類の総称で、

再生紙の原料となる。古紙は

ほぐして繊維に戻し、異物の

除去、脱インキ・漂白などの

工程を経ると、段ボール、新

聞 紙 、 雑 誌 、 ト イ レ ッ ト ペ ー

パーなどに生まれ変わる。

果ガスの排出量削減に関す

る 大 枠 が 採 択 され た こ とか

ら、京都の名前が冠された。

削減対象ガスは二酸化炭素、

メタン、一酸化ニ窒素、ハイド

ロフルオロカーボン、パーフル

オロカーボン、六フッ化硫黄

の6種。京都議定書は締約先

進国平均で、温室効果ガスを

2008年から2012年の5年間

で1990年比約5%を削減する

ことを義務づけており、ロシア

の批准により京都議定書発効

要件が満たされ、2005年2月

16日に発効した。

京都メカニズム
［P31］

　京都議定書で取り決められ

た温室効果ガス排出量削減

目標を達成するために導入さ

れた、市場原理を活用した仕

組み。これは、国内だけで排

出量削減を行うのではなく他

国間で削減プログラムを実施

するというもので、次の3つの

項目から成る。

1.クリーン開発メカニズム

  （ＣＤＭ）

　

　先進国が開発途上国におい

て温室効果ガス削減事業を

行い、事業に伴う削減量を自

国の削減量としてカウントでき

る仕組み。

2.共同実施（ＪＩ）

　

　先進国間で温室効果ガス

削減事業を行い、事業に伴う

頑丈土（がんじゅうど）
破砕材
［P42］

　石炭火力発電所から発生す

る石炭灰を原料として当社が

製造した、資源循環型の地盤

材料。砂質土と同様の性能を

有しており、また軽量、高強

度、優れた走行性などの特徴

がある。建設大臣認定機関

(財)土木研究センターの技術

審査証明を2006年11月に取

得した。また、2006年11月に

は国土交通省所轄の(財)沿

岸技術センターより港湾関連

民間技術の確認審査・評価事

業で、港湾工事の埋立材料な

どとして認定された。(沖縄県

リサイクル資材評価認定制度

(ゆいくる)認定資材)（港湾関

連民間技術の確認審査・評価

認定資材）

＜問合せ先/沖縄プラント工業

（株） 　 ＞

●主な用途：道路の路床材、

路体の盛土材／構造物の裏

込め材、埋戻し材／土地造成

の拡幅盛土材／埋設管の埋

戻し材／河川築堤の嵩上げ

および腹付け材

気候変動枠組
条約締約国会議（COP）
［P58、59］

　温室効果ガスの排出量削減

目標を具体的に協議するため

の締約国会議。気候変動枠

組条約（1994年発効）採択国

が、95年にベルリンで第1回

会議を開き、京都で開かれた

第3回会議では「京都議定書」

の中で具体的な削減割り当て

数値が決められた。

京都議定書
［P31、59］

　地球温暖化防止のための

「気候変動枠組条約締約国会

議」第3回大会が1997年に京

都で開かれ、その際に温室効

環境月間
［P49］

　環境省の主唱により定めら

れた、環境保全に関するさま

ざまな行事を行う月間。6月の

1ヶ月間。国連で6月5日が｢世

界環境デー｣と定められ、それ

を受けて日本では5日からの1
週間を「環境週間」とし、これ

を拡大する形で環境月間が

設定された。

環 境 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン
大 賞
［P46］

　環境省が後援する（財）地

球・人間環境フォーラムが事

業者などの情報開示および

環境コミュニケーションへの取

り組みを促進し、その質の向

上に資することを目的に優れ

た環境報告書などやテレビ環

境コマーシャルを表彰する制

度。（表彰部門：環境報告書

部 門 、 環 境 活 動 レ ポ ー ト 部

門、テレビ環境CM部門）

環 境 マ ネ ジ メ ン ト
シ ス テ ム （ E M S ）
［P17］

　企業などの組織が行う、環

境への負荷低減のための取

り組み方法。環境方針を計

画・決定し（Plan）、実施･運用

し（Do）、点検・評価し（Check）、

展 開 す る （ A c t i o n ） と い う

PDCAサイクルを繰り返して、

継続的に運用していく。

環境モニタリング
［P23］

　発電所の新設や増設などに

よる環境への影響を監視・把

握するために、工事中および

事業開始後の環境変化を捉

えるために行う調査のこと。

大気質、騒音、水質などの調

査がある。
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　人間は生物多様性の恩恵を

受け、あるいは生物多様性に

影響を与えている。私たちが

生物多様性の恵みを将来の

世代にわたって享受し続ける

ためには、生物多様性の保全

と持続可能な利用に取組むこ

とが重要である。

世界銀行
［P30］

　発展途上国が自らの力に

よって発展するように支援す

ることを使命として、主に発展

途上国の政府や民間企業に

対して、融資・貸付・技術協

力・調査・研究などを行う公的

な国際金融機関であり､一般

的に国際復興開発銀行（IBRD）

と国際開発協会（IDA）の2つ

をいう。

ゼロエミッション
［P42］

　国連大学が提唱しているコ

ン セ プ ト で 、 事 業 活 動 の 結

果、排出される廃棄物をゼロ

に近づけて、循環型社会シス

テムを構築しようという取り組

み。廃棄物を発生抑制(Re-
duce) 、再使用(Reuse)、再

利用(Recycle)することによ

り、最終処分量を減らすという

こと。

ダイオキシン類
［P27］

　塩素を含むプラスチックなど

が燃焼したときに発生する猛

毒の有機塩素系化合物の総

称。ゴミ焼却などによる大気

汚染はもちろん、分解しにく

い、脂に溶けるなどの性質か

ら土壌や水質を長期間にわ

たって汚染し、食物連鎖の中

で濃縮されていく。人体への

影響として、ガンや奇形を引

き起こすなどの報告がある。

産業廃棄物
［P14、42］

　廃棄物は「産業廃棄物」と

「一般廃棄物」に区分されて

いる。産業廃棄物とは、工場

などの事業活動に伴って排出

される廃棄物のうち、燃えが

ら、汚泥、廃油、廃酸、廃アル

カリなど、「廃棄物の処理及び

清掃に関する法律」で定めら

れた廃棄物のこと。排出事業

者は自ら処理をする責任を負

う。

サンゴ再生プログラム
［P51］

　サンゴ群落の再生を目的に

環境省、沖縄県、恩納村等の

後援、恩納村漁業組合等の

技術指導のもと、「チーム美ら

サンゴ」の参画企業社員とボ

ランティアダイバーらによる養

殖サンゴの植え付けを行う官

民共同の自然再生プログラム

のこと。

自然エネルギー
［P33］

　太陽光、太陽熱、風力、波

力、バイオマス（家畜糞尿など

の有機物）、地熱など、自然現

象から得られるエネルギー。

枯渇の不安があり環境にも負

荷を与える化石燃料に対し、

再生可能でクリーンなエネル

ギーとして注目されている。

生物多様性
［P10、22、27］

　生物多様性には、①生態系

の多様性(地球上にはさまざ

まな生態系が存在する)、②

種間(種)の多様性(地球上に

はさまざまな種類の生物が存

在する)、③種内(遺伝子)の多

様性(同じ生物種内でも遺伝

子による違いがある)、の3つ

のレベルの多様性がある。

削減量を自国の削減量として

カウントできる仕組み。（削減

量と同量の排出枠を移転する

イメージ。先進国全体の枠の

量は変化しない）

3.排出量取引

　

　温室効果ガスの排出余剰枠

およびCDM、J Iで得たクレ

ジットを、先進国間で売買でき

る仕組み。

※出典：（社）海外環境協力セ

ンター京都メカニズム情報プ

ラットフォームより

http：//www.kyomecha.org/

グリーン購入
［P14、44］

　製品を購入する際、必要性

を十分に考慮するとともに、

価格や品質、利便性、デザイ

ンだけでなく環境のことを考

え、環境負荷ができるだけ小

さいものを選択して購入する

こと。

グリーン電力基金
［P35］

　環境にやさしい自然エネル

ギーの普及促進に賛同する

お客さまからの寄付金を活用

して、風力発電・太陽光発電

設備開発への助成を図る制

度のこと。

古紙
［P45］

　使用済みの紙類の総称で、

再生紙の原料となる。古紙は

ほぐして繊維に戻し、異物の

除去、脱インキ・漂白などの

工程を経ると、段ボール、新

聞 紙 、 雑 誌 、 ト イ レ ッ ト ペ ー

パーなどに生まれ変わる。

果ガスの排出量削減に関す

る 大 枠 が 採 択 され た こ とか

ら、京都の名前が冠された。

削減対象ガスは二酸化炭素、

メタン、一酸化ニ窒素、ハイド

ロフルオロカーボン、パーフル

オロカーボン、六フッ化硫黄

の6種。京都議定書は締約先

進国平均で、温室効果ガスを

2008年から2012年の5年間

で1990年比約5%を削減する

ことを義務づけており、ロシア

の批准により京都議定書発効

要件が満たされ、2005年2月

16日に発効した。

京都メカニズム
［P31］

　京都議定書で取り決められ

た温室効果ガス排出量削減

目標を達成するために導入さ

れた、市場原理を活用した仕

組み。これは、国内だけで排

出量削減を行うのではなく他

国間で削減プログラムを実施

するというもので、次の3つの

項目から成る。

1.クリーン開発メカニズム

  （ＣＤＭ）

　

　先進国が開発途上国におい

て温室効果ガス削減事業を

行い、事業に伴う削減量を自

国の削減量としてカウントでき

る仕組み。

2.共同実施（ＪＩ）

　

　先進国間で温室効果ガス

削減事業を行い、事業に伴う

頑丈土（がんじゅうど）
破砕材
［P42］

　石炭火力発電所から発生す

る石炭灰を原料として当社が

製造した、資源循環型の地盤

材料。砂質土と同様の性能を

有しており、また軽量、高強

度、優れた走行性などの特徴

がある。建設大臣認定機関

(財)土木研究センターの技術

審査証明を2006年11月に取

得した。また、2006年11月に

は国土交通省所轄の(財)沿

岸技術センターより港湾関連

民間技術の確認審査・評価事

業で、港湾工事の埋立材料な

どとして認定された。(沖縄県

リサイクル資材評価認定制度

(ゆいくる)認定資材)（港湾関

連民間技術の確認審査・評価

認定資材）

＜問合せ先/沖縄プラント工業

（株） 　 ＞

●主な用途：道路の路床材、

路体の盛土材／構造物の裏

込め材、埋戻し材／土地造成

の拡幅盛土材／埋設管の埋

戻し材／河川築堤の嵩上げ

および腹付け材

気候変動枠組
条約締約国会議（COP）
［P58、59］

　温室効果ガスの排出量削減

目標を具体的に協議するため

の締約国会議。気候変動枠

組条約（1994年発効）採択国

が、95年にベルリンで第1回

会議を開き、京都で開かれた

第3回会議では「京都議定書」

の中で具体的な削減割り当て

数値が決められた。

京都議定書
［P31、59］

　地球温暖化防止のための

「気候変動枠組条約締約国会

議」第3回大会が1997年に京

都で開かれ、その際に温室効

環境月間
［P49］

　環境省の主唱により定めら

れた、環境保全に関するさま

ざまな行事を行う月間。6月の

1ヶ月間。国連で6月5日が｢世

界環境デー｣と定められ、それ

を受けて日本では5日からの1
週間を「環境週間」とし、これ

を拡大する形で環境月間が

設定された。

環 境 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン
大 賞
［P46］

　環境省が後援する（財）地

球・人間環境フォーラムが事

業者などの情報開示および

環境コミュニケーションへの取

り組みを促進し、その質の向

上に資することを目的に優れ

た環境報告書などやテレビ環

境コマーシャルを表彰する制

度。（表彰部門：環境報告書

部 門 、 環 境 活 動 レ ポ ー ト 部

門、テレビ環境CM部門）

環 境 マ ネ ジ メ ン ト
シ ス テ ム （ E M S ）
［P17］

　企業などの組織が行う、環

境への負荷低減のための取

り組み方法。環境方針を計

画・決定し（Plan）、実施･運用

し（Do）、点検・評価し（Check）、

展 開 す る （ A c t i o n ） と い う

PDCAサイクルを繰り返して、

継続的に運用していく。

環境モニタリング
［P23］

　発電所の新設や増設などに

よる環境への影響を監視・把

握するために、工事中および

事業開始後の環境変化を捉

えるために行う調査のこと。

大気質、騒音、水質などの調

査がある。
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浮遊粒子状物質
［P23］

　大気中に浮遊する粒子状物

質のうち、粒径が10ミクロン

以下の非常に細かい粒子の

こと。工場や自動車などから

排出される人為的なもの、土

壌粒子や降灰などの自然現

象によるもの、また大気中の

ガス状物質から化学反応に

よって二次的に生成されるも

のがある。

負荷平準化
［P38］

　電力設備は、ピーク時の需

要量を供給できるように稼動

している。昼夜間あるいは季

節間の電力需要格差を小さく

することを負荷平準化という。

負荷平準化により効率的な運

用と環境負荷の低減を図るこ

とができる。

ポゾテック
［P42］

　石炭火力発電所において発

生 す る 石 炭 灰 （ フ ラ イ ア ッ

シュ）と排煙脱硫石こうに、水

と少量の消石灰を添加し混合

した湿潤状粉体で、路床、路

盤、盛土材などの土砂代替材

として開発。建設大臣認定機

関(財)土木研究センターの技

術審査証明を1995年3月に

取得し、2004年に沖縄県リサ

イクル資材に認定された。

（沖縄県リサイクル 資材評価

認定制度（ゆいくる）認定資

材） 
＜問合せ先/沖縄プラント工業

（株） 　 ＞

余剰電力
［P35］

　太陽光、風力などの自然エ

ネルギーや、その他自家発電

バイオマス
［P9、32］

　生物（バイオ）の量を物質の

量（マス）として表現したもの。

産業資源としてのバイオマス

は、「再生可能な、生物由来

の有機性資源で化石資源を

除いたもの」となる。家畜糞尿

や建築廃材などがバイオマス

資源となる。

排出原単位
［P14、25､30］

　1kWhの電気を発電または

使 用 す る 際 に 排 出 さ れ る

CO2、NOx、SOxなどの排出

量のこと。

排出量（権）取引
［P31］

　京都メカニズムの項目の一

つで、温室効果ガスの排出枠

を国家間あるいは企業間で売

買する仕組み。温室効果ガス

排出量削減目標は国によって

異なっており、目標より多く削

減した国（企業）が目標達成

困難な国（企業）へ排出枠を

売るという市場原理の活用に

より、低価格で効率的に温室

効果ガス削減が進むものと期

待されている。

ヒドラジン
［P27］

　無色透明でアンモニアに似

た臭いをもつ液体で、脱酸素

剤として広く使用され、特に高

圧ボイラの防食剤や軽水炉

冷却水の防錆剤として多く用

いられている。ヒドラジンは、

加熱されてある程度水分が除

去されると引火しやすく中程

度の危険性があるほか、蒸気

を吸入した場合有害性があ

る。

排煙
［P23、24］

　工場などの施設で燃焼の

際、発生した煙を、煙突から

屋外に排出すること。

ばい煙
［P23］

　硫黄酸化物、窒素化合物、

ばいじん、有害物質など、大

気汚染防止法で定められた

物質のことで、焼却などで発

生する。法や条例では、ばい

煙の発生源となる施設を定

め、届け出義務や規制基準

遵守義務を課している。

排煙脱硝装置
［P24］

　火力発電所のボイラーなど

において、化石燃料を燃焼し

た際に発生する窒素酸化物

を、窒素と水に分解して排ガ

スから除去する装置のこと。

排煙脱硫装置
［P24］

　火力発電所のボイラーなど

において、化石燃料を燃焼し

た際に発生する硫黄酸化物

を、排ガスから除去する装置

のこと。

をつくり出していくための創造

的な意見交換の場として貢献

している。現在は、北海道電

力、東北電力、東京電力、中

部電力、北陸電力、関西電

力、中国電力、四国電力、九

州電力、沖縄電力の10社体

制で運営されている。

　なお、｢電気事業における

環境行動計画｣は、電気事業

連合会関係12社 (電気事業

連 合 会 1 0 社 お よ び 電 源 開

発、日本原子力発電)で策定

している。

特定化学物質
［P28］

　自然浄化されにくく、かつ

生物の体内に蓄積されやす

い有害化学物質のこと。特に

難分解で高蓄積性、長期毒

性を有するものを「第一種特

定化学物質」、難分解性や長

期毒性を有するが高蓄積性

は有さないものを「第二種特

定化学物質」と定め、製造・

輸入などに対して規制を行っ

ている。

熱効率
［P33］

　火力発電の過程で、燃料の

燃焼で得られた熱エネルギー

の う ち 、 有 効 な 電 気 エ ネ ル

ギーとなった割合を指す。

ノーマイカーデー
［P37］

　自動車交通量の総量を規制

する方策のひとつとして、徒

歩・自転車・公共交通機関の

利用・相乗りにより、二酸化炭

素排出量削減、渋滞の緩和

や大気汚染など、自動車二酸

化炭素排出量削減による弊

害の抑制を期待した活動のこ

と。日本では1971年に八王子

市が自動車利用を自粛するよ

う呼びかけたのが最初。

自動車の排気ガスや、工場

や家庭で使用するボイラー

な ど か ら 発 生 し 、 環 境 や 人

体に有害な物質とされてい

る。

チーム・マイナス6%
［P36］

　京都議定書によるわが国

の温室効果ガス6%削減約

束 を 達 成 す る た め 、 政 府 を

中心とする地球温暖化対策

推進本部が推進している地

球温暖化防止国民運動。

（http://www.team-6.jp）

低窒素酸化物バーナ
［P24］

　NOx（窒素酸化物）の生成

を 抑 え る た め に 、 燃 焼 時 に

おける酸素濃度や温度を下

げ、高温域でのガスの滞留

時間を短縮するなどの機能

を備えたバーナのこと。

電気式集じん装置
［P24］

　高圧の電気を流した二つの

電極〔陽極(＋)、陰極(−)〕によ

る静電気を利用して、工場な

どから排出されるばいじんを

吸着し取り除く装置のこと。

　

電気事業連合会関係12社
［P12］

　電気事業連合会(電事連)と
は、日本の電気事業を円滑に

運営していくことを目的とした

団体。

　地域を代表する電力会社

間の緊密な対話と交流をは

じめ、新しい時代の電気事業

炭素基金
［P30､31］

　地球温暖化を引き起こす温

室効果ガスの排出量削減を

推進することを目的に設立さ

れた基金。先進国政府や企

業からの出資をもとに、発展

途上国や旧東欧における温

室効果ガス削減プロジェクト

に投資、削減された温室効果

ガスの量の一部を「CO2排出

クレジット」として出資者に還

元する仕組み。

　 世 界 銀 行 で は C D C F や

BioCF等がある

【CDCF】

　コミュニティ開発炭素基金

（Community Development 
Carbon Fund）：再生可能エ

ネルギー、省エネなどの小規

模CDM（クリーン開発メカニ

ズム）プロジェクトに出資する

基金。

【BioCF】

　バイオ・カーボン・ファンド

（Bio Carbon Fund）：植林、

再植林のCDM（クリーン開発

メカニズム）、JI（共同実施）プ

ロジェクトに出資する基金。

地球温暖化
［P30､31］

　地表付近の気温は、二酸化

炭素などの温室効果ガスの

存在によって適温に保たれて

いるが、産業活動の拡大によ

り温室効果ガスが急増し、大

気圏外へ放出されるはずの

赤外線を温室効果ガスが吸

収し、地球規模での気温上昇

が進んでいる。この現象を地

球温暖化という。

窒素酸化物（NOx）
［P6､20､23、24］

　燃料が燃える時に、空気中

の窒素と酸素が反応して生成

される一酸化窒素（NO）や二

酸化窒素（NO2）などの総称。
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浮遊粒子状物質
［P23］

　大気中に浮遊する粒子状物

質のうち、粒径が10ミクロン

以下の非常に細かい粒子の

こと。工場や自動車などから

排出される人為的なもの、土

壌粒子や降灰などの自然現

象によるもの、また大気中の

ガス状物質から化学反応に

よって二次的に生成されるも

のがある。

負荷平準化
［P38］

　電力設備は、ピーク時の需

要量を供給できるように稼動

している。昼夜間あるいは季

節間の電力需要格差を小さく

することを負荷平準化という。

負荷平準化により効率的な運

用と環境負荷の低減を図るこ

とができる。

ポゾテック
［P42］

　石炭火力発電所において発

生 す る 石 炭 灰 （ フ ラ イ ア ッ

シュ）と排煙脱硫石こうに、水

と少量の消石灰を添加し混合

した湿潤状粉体で、路床、路

盤、盛土材などの土砂代替材

として開発。建設大臣認定機

関(財)土木研究センターの技

術審査証明を1995年3月に

取得し、2004年に沖縄県リサ

イクル資材に認定された。

（沖縄県リサイクル 資材評価

認定制度（ゆいくる）認定資

材） 
＜問合せ先/沖縄プラント工業

（株） 　 ＞

余剰電力
［P35］

　太陽光、風力などの自然エ

ネルギーや、その他自家発電

バイオマス
［P9、32］

　生物（バイオ）の量を物質の

量（マス）として表現したもの。

産業資源としてのバイオマス

は、「再生可能な、生物由来

の有機性資源で化石資源を

除いたもの」となる。家畜糞尿

や建築廃材などがバイオマス

資源となる。

排出原単位
［P14、25､30］

　1kWhの電気を発電または

使 用 す る 際 に 排 出 さ れ る

CO2、NOx、SOxなどの排出

量のこと。

排出量（権）取引
［P31］

　京都メカニズムの項目の一

つで、温室効果ガスの排出枠

を国家間あるいは企業間で売

買する仕組み。温室効果ガス

排出量削減目標は国によって

異なっており、目標より多く削

減した国（企業）が目標達成

困難な国（企業）へ排出枠を

売るという市場原理の活用に

より、低価格で効率的に温室

効果ガス削減が進むものと期

待されている。

ヒドラジン
［P27］

　無色透明でアンモニアに似

た臭いをもつ液体で、脱酸素

剤として広く使用され、特に高

圧ボイラの防食剤や軽水炉

冷却水の防錆剤として多く用

いられている。ヒドラジンは、

加熱されてある程度水分が除

去されると引火しやすく中程

度の危険性があるほか、蒸気

を吸入した場合有害性があ

る。

排煙
［P23、24］

　工場などの施設で燃焼の

際、発生した煙を、煙突から

屋外に排出すること。

ばい煙
［P23］

　硫黄酸化物、窒素化合物、

ばいじん、有害物質など、大

気汚染防止法で定められた

物質のことで、焼却などで発

生する。法や条例では、ばい

煙の発生源となる施設を定

め、届け出義務や規制基準

遵守義務を課している。

排煙脱硝装置
［P24］

　火力発電所のボイラーなど

において、化石燃料を燃焼し

た際に発生する窒素酸化物

を、窒素と水に分解して排ガ

スから除去する装置のこと。

排煙脱硫装置
［P24］

　火力発電所のボイラーなど

において、化石燃料を燃焼し

た際に発生する硫黄酸化物

を、排ガスから除去する装置

のこと。

をつくり出していくための創造

的な意見交換の場として貢献

している。現在は、北海道電

力、東北電力、東京電力、中

部電力、北陸電力、関西電

力、中国電力、四国電力、九

州電力、沖縄電力の10社体

制で運営されている。

　なお、｢電気事業における

環境行動計画｣は、電気事業

連合会関係12社 (電気事業

連 合 会 1 0 社 お よ び 電 源 開

発、日本原子力発電)で策定

している。

特定化学物質
［P28］

　自然浄化されにくく、かつ

生物の体内に蓄積されやす

い有害化学物質のこと。特に

難分解で高蓄積性、長期毒

性を有するものを「第一種特

定化学物質」、難分解性や長

期毒性を有するが高蓄積性

は有さないものを「第二種特

定化学物質」と定め、製造・

輸入などに対して規制を行っ

ている。

熱効率
［P33］

　火力発電の過程で、燃料の

燃焼で得られた熱エネルギー

の う ち 、 有 効 な 電 気 エ ネ ル

ギーとなった割合を指す。

ノーマイカーデー
［P37］

　自動車交通量の総量を規制

する方策のひとつとして、徒

歩・自転車・公共交通機関の

利用・相乗りにより、二酸化炭

素排出量削減、渋滞の緩和

や大気汚染など、自動車二酸

化炭素排出量削減による弊

害の抑制を期待した活動のこ

と。日本では1971年に八王子

市が自動車利用を自粛するよ

う呼びかけたのが最初。

自動車の排気ガスや、工場

や家庭で使用するボイラー

な ど か ら 発 生 し 、 環 境 や 人

体に有害な物質とされてい

る。

チーム・マイナス6%
［P36］

　京都議定書によるわが国

の温室効果ガス6%削減約

束 を 達 成 す る た め 、 政 府 を

中心とする地球温暖化対策

推進本部が推進している地

球温暖化防止国民運動。

（http://www.team-6.jp）

低窒素酸化物バーナ
［P24］

　NOx（窒素酸化物）の生成

を 抑 え る た め に 、 燃 焼 時 に

おける酸素濃度や温度を下

げ、高温域でのガスの滞留

時間を短縮するなどの機能

を備えたバーナのこと。

電気式集じん装置
［P24］

　高圧の電気を流した二つの

電極〔陽極(＋)、陰極(−)〕によ

る静電気を利用して、工場な

どから排出されるばいじんを

吸着し取り除く装置のこと。

　

電気事業連合会関係12社
［P12］

　電気事業連合会(電事連)と
は、日本の電気事業を円滑に

運営していくことを目的とした

団体。

　地域を代表する電力会社

間の緊密な対話と交流をは

じめ、新しい時代の電気事業

炭素基金
［P30､31］

　地球温暖化を引き起こす温

室効果ガスの排出量削減を

推進することを目的に設立さ

れた基金。先進国政府や企

業からの出資をもとに、発展

途上国や旧東欧における温

室効果ガス削減プロジェクト

に投資、削減された温室効果

ガスの量の一部を「CO2排出

クレジット」として出資者に還

元する仕組み。

　 世 界 銀 行 で は C D C F や

BioCF等がある

【CDCF】

　コミュニティ開発炭素基金

（Community Development 
Carbon Fund）：再生可能エ

ネルギー、省エネなどの小規

模CDM（クリーン開発メカニ

ズム）プロジェクトに出資する

基金。

【BioCF】

　バイオ・カーボン・ファンド

（Bio Carbon Fund）：植林、

再植林のCDM（クリーン開発

メカニズム）、JI（共同実施）プ

ロジェクトに出資する基金。

地球温暖化
［P30､31］

　地表付近の気温は、二酸化

炭素などの温室効果ガスの

存在によって適温に保たれて

いるが、産業活動の拡大によ

り温室効果ガスが急増し、大

気圏外へ放出されるはずの

赤外線を温室効果ガスが吸

収し、地球規模での気温上昇

が進んでいる。この現象を地

球温暖化という。

窒素酸化物（NOx）
［P6､20､23、24］

　燃料が燃える時に、空気中

の窒素と酸素が反応して生成

される一酸化窒素（NO）や二

酸化窒素（NO2）などの総称。
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ＰＣＢ
（ポリ塩化ビフェニル）
（Poly Chlorinated
 Biphenyl）
［P14､27、28］
　塩素を含む有機化学物質の

一種で、化学的に安定で絶縁

性が高いなどの特性から電気

器具などの絶縁油、感圧紙な

どに使用されてきたが、環境

および人体への毒性が明ら

かとなり1972年に製造中止と

なった。現在では第一種特定

化学物質に指定されている。

参考：ＰＣＢ特別措置法［P28］

ＲＰＳ制度・ＲＰＳ法
（Renewable Portfolio
 Standard）
［P14、28、33、35］
　｢電気事業者による新エネ

ルギー等の利用に関する特

別措置法｣。2002年に公布さ

れ､内外の経済的社会的環境

に応じたエネルギーの安定的

で適切な供給の確保に資す

るため、電気事業者に毎年

度、販売電力量に対する一定

の比率で新エネルギーなどの

利用・購入を義務付けるも

の。2003年4月から施行され

ている。

負荷の低減を組織的・継続的

に実施し、持続ある発展を実

現するための環境改善システ

ムで、1996年にISOによって

制定され、2004年に改正版

が発行された。特にその中核

をなすISO14001では、環境

マネジメントシステムの具体

的要求事項が定められてい

る。

※ISO
　国際標準化機構

（International Organization 
for Standardization）。品質

およびサービスなどのあらゆ

る分野の規格統一を推進する

非政府組織で、ジュネーブに

本部を置く。世界130カ国以

上が加盟しており、日本から

はJISC（日本工業標準調査

会）が参加している。

ＬＮＧ（液化天然ガス）
［P22､30］
　古代の動植物の死骸が堆

積して生成された天然ガス

を、−162度まで冷却させて液

化したもの（LNG＝Liquefied 
Natural Gas）。液化させるこ

とで体積が1/600にも圧縮さ

れ、遠隔地への大量輸送が

可能となる。CO2の排出量が

少ないことから、クリーンなエ

ネルギーとして注目されてい

る。

ＰＲＴＲ法
（Pollutant Release and
Transfer Register）
［P27､28］
　｢特定化学物質の環境への

排出量の把握等及び管理の

改善の促進に関する法律｣。

1999年7月に公布され､対象

となる化学物質を取り扱う事

業者にはこれらの排出量およ

び移動量の把握、管理、届出

を義務づけるもの。

によって得られた電力の中

で、使用してなお余った電力

のことをいう。余剰電力は、自

然エネルギーの普及や効率

的な使用を目的として電力会

社が購入している。

六フッ化硫黄（SF6）
［P32］
　フッ素と硫黄の化合物。耐

熱性、不燃性、非腐食性に優

れているため、電気絶縁ガス

などに使用されている。オゾ

ン層は破壊しないが、非常に

強力な温室効果ガスであるた

め、排出抑制対象物質とされ

ている。

アルファベット順

ELD（経済負荷配分）
運転
（Economical Load Dispatching）
［P33］
　電力供給は、複数の発電機

を運転してその需要電力に応

じている。

　経済負荷配分運転とは、よ

り燃料コストが少ない発電機

の組み合わせにより需要をま

かなう電力を発電させる運転

方法のこと。

Ｇマーク
［P26］
　1957年にスタートした（財）

日本産業デザイン振興会が

運営する日本唯一のデザイン

評価・推奨制度「グッドデザイ

ン賞」を受賞した、優れた商

品、建築・環境などの活動に

与えられるマークのこと。

ISO14001
［P17］
　環境マネジメントシステム

（ISO14000シリーズ）とは、

企業や組織が環境に与える
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かとなり1972年に製造中止と

なった。現在では第一種特定

化学物質に指定されている。

参考：ＰＣＢ特別措置法［P28］

ＲＰＳ制度・ＲＰＳ法
（Renewable Portfolio
 Standard）
［P14、28、33、35］
　｢電気事業者による新エネ

ルギー等の利用に関する特

別措置法｣。2002年に公布さ

れ､内外の経済的社会的環境

に応じたエネルギーの安定的

で適切な供給の確保に資す

るため、電気事業者に毎年

度、販売電力量に対する一定

の比率で新エネルギーなどの

利用・購入を義務付けるも

の。2003年4月から施行され

ている。

負荷の低減を組織的・継続的

に実施し、持続ある発展を実

現するための環境改善システ

ムで、1996年にISOによって

制定され、2004年に改正版

が発行された。特にその中核

をなすISO14001では、環境

マネジメントシステムの具体

的要求事項が定められてい

る。

※ISO
　国際標準化機構

（International Organization 
for Standardization）。品質

およびサービスなどのあらゆ

る分野の規格統一を推進する

非政府組織で、ジュネーブに

本部を置く。世界130カ国以

上が加盟しており、日本から

はJISC（日本工業標準調査

会）が参加している。

ＬＮＧ（液化天然ガス）
［P22､30］
　古代の動植物の死骸が堆

積して生成された天然ガス

を、−162度まで冷却させて液

化したもの（LNG＝Liquefied 
Natural Gas）。液化させるこ

とで体積が1/600にも圧縮さ

れ、遠隔地への大量輸送が

可能となる。CO2の排出量が

少ないことから、クリーンなエ

ネルギーとして注目されてい

る。

ＰＲＴＲ法
（Pollutant Release and
Transfer Register）
［P27､28］
　｢特定化学物質の環境への

排出量の把握等及び管理の

改善の促進に関する法律｣。

1999年7月に公布され､対象

となる化学物質を取り扱う事

業者にはこれらの排出量およ

び移動量の把握、管理、届出

を義務づけるもの。

によって得られた電力の中

で、使用してなお余った電力

のことをいう。余剰電力は、自

然エネルギーの普及や効率

的な使用を目的として電力会

社が購入している。

六フッ化硫黄（SF6）
［P32］
　フッ素と硫黄の化合物。耐

熱性、不燃性、非腐食性に優

れているため、電気絶縁ガス

などに使用されている。オゾ

ン層は破壊しないが、非常に

強力な温室効果ガスであるた

め、排出抑制対象物質とされ

ている。

アルファベット順

ELD（経済負荷配分）
運転
（Economical Load Dispatching）
［P33］
　電力供給は、複数の発電機

を運転してその需要電力に応

じている。

　経済負荷配分運転とは、よ

り燃料コストが少ない発電機
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